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農
林
業
セ
ン
サ
ス
は
５
年

ご
と
に
実
施
さ
れ
て
い
る
。

２０
年
調
査
で
は
、
非
法
人
の

家
族
経
営
体
を
「
個
人
経
営

体
」
、
法
人
化
し
て
い
る
家

族
経
営
体
と
組
織
経
営
体

（
非
法
人
含
む
）
を
併
せ
て

「
団
体
経
営
体
」
と
し
た
。

全
国
の
農
林
業
経
営
体
数

は
１
０
９
万
２
千
で
、
５
年

前
に
比
べ
３１
万
２
千
（
２２
・

２
％
）減
っ
た
。
こ
の
う
ち
、

農
業
経
営
体
数
は
３０
万
２
千

（
２１
・
９
％
）
減
の
１
０
７

万
６
千
に
、
林
業
経
営
体
数

は
５
万
３
千
（
６１
・
１
％
）

減
の
３
万
４
千
に
そ
れ
ぞ
れ

な
っ
た
（
農
業
と
林
業
の
複

合
経
営
有
り
）
。

農
業
経
営
体
の
う
ち
、
個

人
経
営
体
数
は
１
０
３
万
７

千
で
、
３０
万
３
千
（
２２
・
６

％
）
減
と
大
き
く
減
っ
た
。

一
方
、
団
体
経
営
体
数
は
３

万
８
千
と
な
り
、
１
千
（
２

・
８
％
）
増
加
し
て
い
る
。

団
体
経
営
体
の
う
ち
、
法
人

経
営
体
が
３
万
１
千
で
４
千

（
１３
・
３
％
）
増
加
。
法
人

化
が
進
展
し
、
団
体
経
営
体

に
占
め
る
法
人
経
営
体
の
割

合
は
８０
・
１
％
と
な
っ
た
。

内
訳
を
み
る
と
、
会
社
法
人

は
２
万
、
農
事
組
合
法
人
は

７
千
と
な
り
、
そ
れ
ぞ
れ
３

千
、
１
千
増
加
し
た
。

個
人
経
営
体
を
主
副
業
別

に
み
る
と
、
農
業
所
得
が
主

の
主
業
経
営
体
は
２３
万
１
千

で
６
万
１
千
減
、
農
外
所
得

が
主
の
準
主
業
経
営
体
は
１４

万
３
千
で
１１
万
６
千
減
、
副

業
的
経
営
体
（
１
年
間
に
自

営
農
業
に
６０
日
以
上
従
事
し

て
い
る
６５
歳
未
満
の
世
帯
員

が
い
な
い
）
は
６６
万
４
千
で

１２
万
６
千
減
と
な
っ
た
（
図

１
）
。
結
果
、
個
人
経
営
体

に
占
め
る
割
合
は
、
主
業
経

営
体
が
２２
・
３
％
、
準
主
業

経
営
体
が
１３
・
７
％
、
副
業

的
経
営
体
が
６４
・
０
％
と
な

っ
た
。

基
幹
的
農
業
従

事
者
４０
万
人
減

個
人
経
営
体
の
基
幹
的
農

業
従
事
者
（
仕
事
が
主
で
、

主
に
自
営
農
業
に
従
事
し
た

世
帯
員
）
は
１
３
６
万
３
千

人
で
、
３９
万
４
千
人
（
２２
・

４
％
）減
少
し
た（
図
２
）。

平
均
年
齢
は
６７
・
８
歳
で
、

０
・
８
歳
上
昇
。
６５
歳
以
上

の
割
合
は
６９
・
６
％
と
な
り
、

４
・
７
㌽
上
昇
し
た
。
１５
〜

４９
歳
は
１４
万
７
千
人
で
２
万

７
千
人
減
っ
た
。

経
営
耕
地
面
積
規
模
別
に

農
業
経
営
体
数
を
み
る
と
、

北
海
道
で
は
１
０
０
㌶
以
上

層
で
、
都
府
県
で
は
１０
㌶
以

上
の
各
層
で
増
加
し
て
い

る
。
経
営
耕
地
面
積
の
集
積

割
合
は
、
１０
㌶
以
上
の
農
業

経
営
体
が
５５
・
３
％
を
占
め
、

７
・
７
㌽
上
昇
し
た
。

ま
た
、
経
営
耕
地
の
あ
る

農
業
経
営
体
の
１
経
営
体
当

た
り
の
面
積
は
３
・
１
㌶（
北

海
道
３０
・
２
㌶
、
都
府
県
２

・
２
㌶
）
で
、
５
年
前
の
２

・
５
㌶
（
同
２６
・
５
㌶
、
同

１
・
８
㌶
）
か
ら
０
・
６
㌶

増
え
た
。

農
水
省
は
４
月
３０
日
、
１９

年
の
新
規
就
農
者
調
査
結
果

を
公
表
し
た
。
全
体
の
新
規

就
農
者
数
は
、
前
年
比
０
・

１
％
増
の
５
万
５
８
７
０
人

だ
っ
た
。
こ
の
う
ち
、
次
世

代
を
担
う
４９
歳
以
下
は
１
万

８
５
４
０
人
（
全
体
の
３３
・

２
％
、
前
年
比
１
・
３
㌽
低

下
）
で
、
３
・
９
％
減
少
し

た
。
１４
年
か
ら
１７
年
ま
で
４

年
連
続
で
２
万
人
を
上
回
っ

た
が
、
１８
年
に
１
万
９
２
９

０
人
と
な
り
、
１９
年
は
さ
ら

に
減
少
し
た
。
生
産
基
盤
の

維
持
・
強
化
に
は
、
若
手
の

新
規
就
農
者
の
確
保
が
課
題

と
な
っ
て
い
る
。

全
体
の
新
規
就
農
者
数

は
、
１７
年
に
６
万
人
を
割
り

込
み
、
３
年
連
続
で
５
万
人

台
に
と
ど
ま
っ
た
。
男
女
別

に
み
る
と
、
男
性
が
４
万
２

１
０
０
人
で
０
・
７
％
減
、

女
性
が
１
万
３
７
７
０
人
で

２
・
６
％
増
と
な
っ
て
い
る
。

こ
の
う
ち
４９
歳
以
下
は
、
男

性
１
万
３
９
３
０
人
、
女
性

４
６
２
０
人
で
、
そ
れ
ぞ
れ

２
・
６
％
、
７
・
２
％
減
少

し
た
。

就
農
形
態
別
に
み
る
と
、

家
族
経
営
体
の
世
帯
員
で
、

「
学
生
」
や
「
他
に
雇
わ
れ

て
勤
務
が
主
」
か
ら
「
自
営

農
業
へ
の
従
事
が
主
」
に
な

っ
た
「
新
規
自
営
農
業
就
農

者
」
は
前
年
並
み
の
４
万
２

７
４
０
人
だ
っ
た
。
こ
の
う

ち
４９
歳
以
下
は
９
１
８
０
人

で
、
７
・
０
％
減
少
し
た
。

新
規
学
卒
就
農
者
は
６
７
０

人
で
、
３９
・
１
％
減
と
大
き

く
減
っ
た
。
６０
歳
以
上
が
２

万
３
０
５
０
人
で
、
全
体
の

５３
・
９
％
を
占
め
て
い
る
。

法
人
な
ど
に
常
雇
い
（
年

間
７
ヵ
月
以
上
）
と
し
て
雇

用
さ
れ
る
こ
と
に
よ
り
、
農

業
に
従
事
す
る
こ
と
と
な
っ

た
「
新
規
雇
用
就
農
者
」
は

１
・
２
％
増
の
９
９
４
０
人

で
、
前
年
に
続
き
１
万
人
を

下
回
っ
た
。
こ
の
う
ち
４９
歳

以
下
は
７
０
９
０
人
で
、
０

・
４
％
増
加
し
た
。

土
地
や
資
金
を
独
自
に
調

達
し
、
農
業
経
営
を
開
始
し

た
経
営
の
責
任
者
や
共
同
経

営
者
で
あ
る「
新
規
参
入
者
」

は
１
・
２
％
減
の
３
２
０
０

人
だ
っ
た
。
こ
の
う
ち
４９
歳

以
下
は
２
２
７
０
人
で
、
３

・
８
％
減
少
し
た
。
営
農
部

門
別
に
新
規
参
入
者
数
を
み

る
と
、
露
地
野
菜
作
が
９
６

０
人
と
最
も
多
く
、
次
い
で

施
設
野
菜
作
が
６
４
０
人
、

果
樹
作
が
６
２
０
人
と
な
っ

て
い
る
。

農
水
省
は
４
月
２７
日
、
「
２
０
２
０
年
農
林
業
セ
ン
サ

ス
結
果
の
概
要
（
確
定
値
）
」
（
２
月
１
日
現
在
）
を
公

表
し
た
。
全
国
の
農
業
経
営
体
数
は
１
０
７
万
６
千
と
な

り
、
５
年
前
に
比
べ
３０
万
２
千
減
っ
た
。
農
業
経
営
体
の

う
ち
、
個
人
経
営
体
数
及
び
基
幹
的
農
業
従
事
者
数
の
減

少
率
は
、
と
も
に
２０
％
を
超
え
た
。
一
方
で
、
農
業
経
営

体
の
法
人
化
や
規
模
拡
大
の
進
展
は
継
続
し
て
い
る
。

中
央
酪
農
会
議（
中
酪
）は

４
月
１６
日
、
２１
年
３
月
分
の

指
定
生
乳
生
産
者
団
体
（
指

定
団
体
）
の
用
途
別
販
売
実

績
（
速
報
）
を
発
表
し
た
。

２０
年
度
累
計
の
総
受
託
乳
量

（
生
産
量
）
は
前
年
度
比
１

・
１
％
増
（
う
る
う
年
修
正

な
し
、
以
下
同
じ
）
の
７
０

６
万
８
２
０
５
㌧
と
な
り
、

２
年
連
続
で
前
年
度
を
上
回

っ
た
。北
海
道
が
け
ん
引
し
、

１６
年
度
以
来
、
４
年
ぶ
り
に

７
０
０
万
㌧
を
超
え
た
。

指
定
団
体
の
総
受
託
乳
量

は
、
全
国
の
生
乳
生
産
量
の

約
９５
％
を
占
め
て
い
る
。
２０

年
度
の
地
域
別
の
受
託
乳
量

は
、
北
海
道
が
前
年
度
比
２

・
０
％
増
の
４
０
０
万
７
１

０
０
㌧
（
全
体
の
５６
・
７

％
）
、
都
府
県
は
前
年
度
を

や
や
上
回
る
３
０
６
万
１
１

０
５
㌧
。
北
海
道
は
１７
年
度

以
降
、
増
産
基
調
が
続
い
て

い
る
。
都
府
県
で
は
、
中
国

の
５
・
７
％
増
を
は
じ
め
、

近
畿
、
九
州
で
増
産
と
な
っ

た
が
、
乳
量
が
最
大
の
関
東

は
０
・
９
％
減
だ
っ
た
。

２０
年
度
の
用
途
別
販
売
量

は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
拡
大
の
影
響
を
大
き
く

受
け
た
。
飲
用
牛
乳
等
向
け

は
、
家
庭
内
消
費
の
増
加
で

１
・
１
％
増
の
３
２
５
万
３

１
２
３
㌧
だ
っ
た
。
一
方
、

業
務
用
の
需
要
は
大
き
く
減

少
し
た
た
め
、
液
状
乳
製
品

向
け（
生
ク
リ
ー
ム
等
向
け
）

は
５
・
１
％
減
の
１
２
４
万

６
２
６
３
㌧
と
な
っ
た
。
加

工
用
に
仕
向
け
る
生
乳
が
増

加
し
、
特
に
長
期
保
存
で
き

る
脱
脂
粉
乳
・
バ
タ
ー
等
向

け
は
１
６
８
万
９
４
４
４
㌧

と
な
り
、
６
・
３
％
の
大
幅

増
だ
っ
た
。

農
水
省
４
月
２２
日
、
食
料

・
農
業
・
農
村
政
策
審
議
会

企
画
部
会
を
開
き
、
２０
年
度

食
料
・
農
業
・
農
村
白
書（
以

下
「
白
書
」
）
の
本
文
案
に

つ
い
て
議
論
し
た
。

巻
頭
の
ト
ピ
ッ
ク
ス
は
、

「
農
林
水
産
物
・
食
品
の
輸

出
の
新
た
な
戦
略
」
「
み
ど

り
の
食
料
シ
ス
テ
ム
戦
略
」

「
ス
マ
ー
ト
農
業
実
証
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
」
「
農
業
・
食
関

連
産
業
で
の
デ
ジ
タ
ル
変
革

の
推
進
」
「
鳥
イ
ン
フ
ル
エ

ン
ザ
、
豚
熱
へ
の
対

応
」
な
ど
７
項
目
。

み
ど
り
の
食
料
シ
ス

テ
ム
戦
略
は
、
農
業

の
環
境
負
荷
軽
減
や

生
産
力
向
上
な
ど
を

目
指
す
も
の
。
複
数

の
委
員
か
ら
、
白
書

で
同
戦
略
の
必
要
性

が
農
業
者
や
事
業

者
、
消
費
者
等
に
理

解
さ
れ
る
よ
う
、
分

か
り
や
す
い
記
述
を

求
め
る
意
見
が
出
さ

れ
た
。

特
集
の
テ
ー
マ
は

「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
に
よ
る
影
響
と
対
応
」

に
絞
り
、
多
岐
に
わ
た
る
影

響
を
記
述
す
る
。
ま
ず
、
総

務
省
の
「
家
計
調
査
」
を
基

に
、
食
料
消
費
へ
の
影
響
を

分
析
。
２０
年
３
月
以
降
、
前

年
と
比
べ
、
外
食
へ
の
支
出

額
が
大
き
く
減
少
し
た
。
一

方
、
家
庭
内
消
費
は
増
加
。

長
期
保
存
が
可
能
な
米
、
小

麦
粉
、
冷
凍
食
品
等
の
加
工

品
や
、
生
鮮
肉
な
ど
へ
の
支

出
額
が
増
え
た
。

食
料
、
農
産
物
需
要
を
め

ぐ
る
動
き
と
し
て
、
ロ
シ
ア

な
ど
穀
物
輸
出
国
等
１９
ヵ
国

が
、
同
感
染
症
の
拡
大
が
原

因
で
輸
出
規
制
を
実
施
し
た

こ
と
を
指
摘
。
国
際
会
議
で

輸
出
規
制
の
抑
制
が
提
案
さ

れ
る
な
ど
、
食
料
安
全
保
障

へ
の
影
響
回
避
に
向
け
た
国

際
強
調
を
推
進
す
る
動
き
を

紹
介
す
る
。

農
業
生
産
・
販
売
面
で
の

影
響
と
新
た
な
動
き
で
は
、

農
畜
産
物
の
需
要
減
少
に
伴

う
価
格
低
下
の
推
移

を
品
目
別
に
記
述
す

る
と
と
も
に
、
販
路

の
維
持
・
拡
大
に
向

け
た
動
き
も
紹
介
す

る
。さ
ら
に
、地
方
へ

の
関
心
や
働
き
方
、

交
流
に
関
す
る
新
た

な
動
き
を
記
述
。
テ

レ
ワ
ー
ク
な
ど
場
所

を
問
わ
な
い
働
き
方

が
進
展
す
る
に
つ

れ
、
地
方
へ
の
関
心

が
高
ま
っ
て
い
る
こ

と
や
、
地
方
へ
の
移

住
意
向
が
増
加
し
て

い
る
こ
と
を
取
り
上
げ
る
。

今
後
の
対
応
に
向
け
て
、

同
感
染
症
の
拡
大
な
ど
、
食

料
自
給
に
影
響
を
及
ぼ
す
リ

ス
ク
が
多
様
化
し
て
い
る
こ

と
を
指
摘
。
食
料
自
給
率
の

向
上
や
食
料
安
全
保
障
の
強

化
へ
の
期
待
が
ま
す
ま
す
高

ま
っ
て
い
る
こ
と
を
記
述
す

る
。議

論
の
結
果
、
白
書
の
本

文
案
は
承
認
さ
れ
た
。
同
省

は
５
月
下
旬
の
閣
議
決
定
を

目
指
し
て
い
る
。

農
業
経
営
体
５
年
で
２
割
減

農
業
経
営
体
５
年
で
２
割
減

２
０
２
０
年

セ
ン
サ
ス

法
人
化
・
規
模
拡
大
は
進
展

トピックスに「みどり戦略」など
２０年度 食料・農業・農村白書案

「
４９
歳
以
下
」２
年
連
続
２
万
人
割
れ

１９
年

新
規
就
農
３
年
連
続
５
万
人
台

・「食料・農業 知っておきたい話」―９７―（２面）
・穀物・大豆の国際価格は弱含み （３面）
・農業従事者への感謝６６％でトップ （４面）
・豪雨への対応、今一度確認 （５面）
・牛群検定で飼養管理の問題把握 （６面）
・発生本格化前にサシバエ対策を （７面）
・畜産物需給見通し （８面）

生
乳
生
産
２
年
連
続
増

２０
年
度
指
定
団
体
受
託
乳
量
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先
般
の
規
制
改
革
推
進
会

議
の
Ｗ
Ｇ
（
ワ
ー
キ
ン
グ
・

グ
ル
ー
プ
）
で
の
生
乳
取
引

に
関
す
る
議
論
は
、
耳
を
疑

う
よ
う
な
暴
論
だ
っ
た
の

で
、
前
回
に
続
い
て
検
証
し

た
い
。

▼
既
存
の
系
統
流
通

シ
ェ
ア
が
高
い
ま
ま

だ
と
何
が
問
題
な
の

か
〜
酪
農
家
の
選
択

の
結
果

既
存
の
系
統
流
通
の
シ
ェ

ア
が
低
く
な
っ
て
い
な
い
、

つ
ま
り
、
ア
ウ
ト
サ
イ
ダ
ー

の
シ
ェ
ア
が
増
え
て
い
な
い

の
が
問
題
だ
と
は
、
何
を
寝

ぼ
け
た
こ
と
を
言
っ
て
い
る

の
か
。
子
供
の
成
長
に
も
不

可
欠
な
牛
乳
・
乳
製
品
を
消

費
者
に
過
不
足
な
く
届
け
ら

れ
る
の
は
、
指
定
団
体
と
メ

ー
カ
ー
を
通
じ
た
秩
序
あ
る

流
通
に
よ
っ
て
、
取
引
量
が

把
握
さ
れ
、
需
給
調
整
機
能

が
働
く
か
ら
こ
そ
可
能
に
な

る
。
そ
こ
に
、
需
給
調
整
機

能
を
持
た
な
い
業
者
を
新
規

参
入
さ
せ
た
結
果
、
購
入
し

た
生
乳
を
処
理
で
き
な
く
な

り
、
突
然
の
集
乳
停
止
が
起

こ
り
、
農
家
は
生
乳
廃
棄
に

追
い
込
ま
れ
た
。
こ
う
し
た

系
統
外
流
通
は
、
生
乳
が
不

足
基
調
の
と
き
は
問
題
が
顕

在
化
し
な
い
が
、
ひ
と
た
び

需
給
が
緩
む
と
破
綻
す
る
。

こ
れ
を
見
た
ら
、
こ
ん
な

と
こ
ろ
に
飛
び
つ
い
た
ら
、

突
然
取
引
が
打
ち
切
ら
れ
て

し
ま
う
か
も
し
れ
な
い
と
酪

農
家
が
思
う
の
は
当
然
で
あ

る
。
そ
う
な
れ
ば
、
既
存
の

系
統
流
通
の
良
さ
が
再
認
識

さ
れ
て
、
求
心
力
が
働
く
。

つ
ま
り
、
既
存
の
系
統
流

通
の
ほ
う
が
信
頼
で
き
る
か

ら
酪
農
家
が
選
択
し
て
い
る

結
果
で
あ
り
、
無
理
や
り
で

も
系
統
流
通
の
シ
ェ
ア
を
減

ら
さ
な
い
と
改
革
で
は
な
い

と
い
う
論
理
は
破
綻
し
て
い

る
。
酪
農
家
の
選
択
を
批
判

す
る
の
は
間
違
っ
て
い
る
。

改
革
は
し
て
み
た
け
れ
ど
も

失
敗
し
た
か
ら
、
シ
ェ
ア
は

維
持
さ
れ
て
い
る
の
で
あ

り
、
そ
れ
は
改
革
が
不
十
分

な
せ
い
で
は
な
く
、
改
革
が

間
違
っ
て
い
た
こ
と
の
証
左

で
あ
る
。

▼
不
当
な
攻
撃
に
ひ

る
ん
で
は
い
け
な
い

ど
ん
な
ビ
ジ
ネ
ス
も
契
約

に
基
づ
い
て
行
わ
れ
る
。
契

約
違
反
が
あ
れ
ば
取
引
は
停

止
さ
れ
る
。
そ
れ
を
ど
う
し

て
農
協
だ
け
は
拒
否
し
て
は

い
け
な
い
の
だ
ろ
う
か
。
そ

の
よ
う
な
こ
と
を
指
示
さ
れ

る
筋
合
い
は
な
い
だ
ろ
う
。

農
協
と
組
合
員
が
全
量
出
荷

契
約
に
合
意
し
て
い
れ
ば
、

そ
れ
が
契
約
で
あ
り
、
部
分

委
託
契
約
（
年
度
途
中
の
変

更
は
認
め
な
い
）
を
し
て
い

れ
ば
、そ
れ
が
契
約
で
あ
る
。

特
に
、
取
引
交
渉
力
の
強

い
買
い
手
に
対
し
て
農
家
が

対
抗
力
を
形
成
す
る
た
め
の

農
協
に
よ
る
共
同
販
売
は
独

占
禁
止
法
の
適
用
除
外
に
な

っ
て
い
る
の
が
世
界
の
常
識

で
あ
り
、
日
本
の
独
占
禁
止

法
で
も
そ
う
な
っ
て
い
る
。

つ
ま
り
、
農
協
と
組
合
員

と
の
契
約
（
内
規
）
は
外
か

ら
と
や
か
く
言
わ
れ
な
い
こ

と
に
な
っ
て
い
る
。だ
か
ら
、

そ
も
そ
も
、
「
二
股
出
荷
」

や
「
い
い
と
こ
取
り
」
の
こ

と
を
議
論
し
な
く
て
は
な
ら

な
く
な
る
よ
う
な
畜
安
法
の

改
定
が
間
違
っ
て
い
た
と
い

う
こ
と
で
あ
る
。

世
界
の
常
識
で
あ
り
、
さ

ら
に
強
化
さ
れ
よ
う
と
し
て

い
る
「
農
協
共
販
の
独
占
禁

止
法
の
適
用
除
外
」（
２２
条
）

を
日
本
だ
け
が
逆
に
問
題
視

し
、「
農
協
共
販
の
独
占
禁
止

法
の
適
用
除
外
」
を
な
し
崩

し
に
す
る
よ
う
な
畜
安
法
や

農
協
法
の
改
定
を
行
っ
て
、

農
協
共
販
つ
ぶ
し
に
躍
起
に

な
っ
て
い
る
。
農
協
法
の
改

定
で
は
、専
属
利
用
契
約（
組

合
員
が
生
産
物
を
農
協
を
通

じ
て
販
売
す
る
義
務
な
ど
）

は
削
除
さ
れ
、
加
え
て
事
業

の
利
用
義
務
を
課
し
て
は
な

ら
な
い
と
新
た
な
規
定
を
設

け
て
し
ま
っ
て
い
る
。本
来
、

契
約
に
同
意
で
き
な
い
な
ら

ば
、
組
合
員
に
な
ら
ず
に
独

自
に
販
売
す
れ
ば
よ
い
だ
け

の
こ
と
で
あ
る
。

畜
安
法
の
改
定
は
、
我
が

国
で
も
独
占
禁
止
法
の
適
用

除
外
と
し
て
認
め
ら
れ
て
い

る
権
利
を
損
な
う
内
容
で
あ

り
、
専
属
利
用
契
約
を
削
除

し
た
農
協
法
の
改
定
と
と
も

に
独
占
禁
止
法
と
矛
盾
す
る

改
定
が
行
わ
れ
た
こ
と
に
対

し
て
の
再
検
証
が
必
要
で
あ

る
。
農
水
省
の
元
幹
部
は
日

本
農
業
新
聞
の
コ
ラ
ム
記
事

で
、
「
ア
ウ
ト
サ
イ
ダ
ー
ま

が
い
の
集
乳
業
者
が
指
定
事

業
者
に
な
る
と
い
う
ブ
ラ
ッ

ク
ユ
ー
モ
ア
の
よ
う
な
改
正

を
余
儀
な
く
さ
れ
た
」
と
述

懐
し
て
い
る
。

そ
し
て
、
解
釈
変
更
で
独

禁
法
の
適
用
を
強
化
し
て
農

協
を
摘
発
し
、実
質
的
に「
適

用
除
外
」
を
な
し
崩
し
に
す

る
と
い
う
「
卑
劣
な
」
手
法

が
強
化
さ
れ
つ
つ
あ
る
こ
と

も
看
過
で
き
な
い
。

た
と
え
ば
、
２
０
１
７
年

３
月
２９
日
、
高
知
県
Ｊ
Ａ
土

佐
あ
き
に
対
し
て
、
公
正
取

引
委
員
会
は
、
ナ
ス
の
販
売

に
つ
い
て
、
組
合
員
に
対
し

て
系
統
以
外
に
出
荷
す
る
こ

と
を
制
限
す
る
条
件
を
つ
け

て
販
売
を
受
託
し
て
い
た
と

い
う
拘
束
条
件
付
取
引
に
該

当
す
る
と
し
て
排
除
措
置
命

令
を
下
し
た
。
ナ
ス
の
部
会

は
元
々
農
家
の
自
主
的
な
組

織
で
、
共
同
出
荷
施
設
を
維

持
し
、
共
同
販
売
を
促
進
す

る
た
め
に
、
自
ら
で
作
っ
て

い
た
規
約
に
対
し
て
、
農
協

が
系
統
利
用
を
強
制
し
た
と

の
判
断
が
な
さ
れ
た
。
こ
う

し
た
活
動
を
独
禁
法
違
反
と

す
る
こ
と
は
、
農
協
共
販
を

独
禁
法
の
適
用
除
外
と
し
て

い
る
２２
条
の
根
幹
を
揺
る
が

す
重
大
な
事
態
で
あ
る
。

▼
生
乳
共
販
の
権
利

を
主
張
す
べ
き

共
販
が
有
効
に
機
能
す
る

に
は
、
共
販
に
結
集
す
る
た

め
の
誘
因
と
な
る
自
主
的
な

ル
ー
ル（
あ
る
程
度
の
縛
り
）

は
不
可
欠
で
あ
る
。

そ
れ
な
の
に
、
そ
れ
を
違

反
だ
と
い
う
な
ら
、
共
販
を

「
公
正
か
つ
自
由
な
競
争
秩

序
の
維
持
促
進
に
積
極
的
な

貢
献
を
す
る
」
（
２２
条
）
と

認
め
な
が
ら
、「
た
だ
乗
り
」

を
助
長
し
、
共
販
を
壊
す
、

と
い
う
論
理
矛
盾
に
な
っ
て

い
な
い
か
。
畜
安
法
の
改
定

と
同
じ
思
惑
が
こ
こ
に
も
見

え
る
。

系
統
組
織
や
酪
農
家
は
規

制
改
革
会
議
の
発
信
や
独
禁

法
の
厳
格
適
用
を
恐
れ
て
は

い
け
な
い
。
萎
縮
効
果
を
狙

っ
た
動
き
に
過
剰
に
反
応
し

た
ら
、思
う
つ
ぼ
に
は
ま
る
。

世
界
的
に
も
認
め
ら
れ
て
い

る
共
販
の
権
利
は
堂
々
と
主

張
し
続
け
る
べ
き
で
あ
る
。

そ
し
て
、
生
乳
共
販
の
意

義
が
再
確
認
さ
れ
た
今
こ

そ
、
結
束
を
強
化
し
、
メ
ー

カ
ー
と
し
っ
か
り
連
携
し
た

秩
序
あ
る
流
通
を
さ
ら
に
拡

大
し
て
、
生
産
者
、
関
連
業

界
、
消
費
者
が
一
丸
と
な
っ

て
、
大
切
な
牛
乳
・
乳
製
品

を
不
足
な
く
子
供
た
ち
に
届

け
る
使
命
を
果
た
そ
う
。

そ
の
た
め
に
は
、一
方
で
、

酪
農
家
の
願
い
・
要
望
に
組

織
が
ど
れ
だ
け
応
え
ら
れ
る

か
、
一
層
の
工
夫
も
必
要
で

あ
る
。
た
と
え
ば
、
自
身
の

自
慢
の
牛
乳
を
で
き
る
だ
け

狭
い
地
域
ブ
ラ
ン
ド
で
販
売

し
た
い
と
い
っ
た
酪
農
家
の

想
い
に
系
統
流
通
が
ど
こ
ま

で
対
応
で
き
る
か
、
と
い
っ

た
課
題
に
も
業
界
を
挙
げ
て

真
剣
に
向
き
合
う
必
要
が
あ

ろ
う
。

農
水
省
は
３
月
２５
日
、
農

業
・
食
関
連
産
業
の
デ
ジ
タ

ル
変
革
（
Ｄ
Ｘ
＝
デ
ジ
タ
ル

・
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ

ョ
ン
）
を
推
進
す
る
た
め
、

「
農
業
Ｄ
Ｘ
構
想
」
を
取
り

ま
と
め
た
。
Ａ
Ｉ
（
人
工
知

能
）や
デ
ー
タ
の
活
用
な
ど
、

デ
ジ
タ
ル
技
術
の
活
用
を
推

進
す
る
多
種
多
様
な
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
を
提
示
し
た
。

食
料
・
農
業
・
農
村
基
本

計
画
で
は
、
「
農
業
施
策
の

展
開
に
お
け
る
デ
ジ
タ
ル
化

の
推
進
」
を
掲
げ
て
い
る
。

同
省
は
今
年
１
月
、
農
業
Ｄ

Ｘ
構
想
検
討
会
を
設
置
し
、

取
り
組
む
べ
き
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
等
に
つ
い
て
議
論
を
進
め

て
き
た
。
農
業
Ｄ
Ｘ
構
想
の

ポ
イ
ン
ト
は
次
の
と
お
り
。

▽
意
義
と
目
的

農
業
者
の
高
齢
化
や
労
働

力
不
足
が
進
む
中
、
ロ
ボ
ッ

ト
、
Ａ
Ｉ
、
Ｉ
ｏ
Ｔ
（
モ
ノ

の
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
）
等
の

技
術
の
現
場
実
装
を
強
力
に

進
め
る
こ
と
に
よ
り
、
デ
ー

タ
を
活
用
し
た
生
産
性
の
高

い
営
農
を
実
行
し
つ
つ
、
消

費
者
の
需
要
を
デ
ー
タ
で
捉

え
、
消
費
者
が
価
値
を
実
感

で
き
る
よ
う
な
形
で
農
産
品

や
食
品
を
提
供
し
て
い
く
農

業
へ
の
変
革
を
実
現
。

▽
実
現
を
目
指
す
姿

消
費
者
ニ
ー
ズ
を
起
点
に

し
な
が
ら
、
デ
ジ
タ
ル
技
術

を
活
用
し
、
様
々
な
矛
盾
を

克
服
し
て
消
費
者
に
価
値
を

届
け
ら
れ
る
農
業
。

▽
実
現
に
向
け
た
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
（
取
組
課
題
）

①
農
業
・
食
関
連
産
業
の

「
現
場
」系
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
、

②
農
水
省
の
「
行
政
事
務
」

系
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
、
③
現
場

と
農
水
省
を
つ
な
ぐ「
基
盤
」

の
整
備
に
向
け
た
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
を
推
進
。

①
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
う

ち
、
「
生
産
現
場
に
お
け
る

デ
ジ
タ
ル
技
術
の
活
用
」
で

は
、
「
ス
マ
ー
ト
農
業
推
進

総
合
パ
ッ
ケ
ー
ジ
」
「
先
人

の
知
恵
活
用
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
」
「
有
機
農
業
見
え
る
化

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
な
ど
を
提

示
。
動
物
衛
生
で
は
、
「
デ

ジ
タ
ル
技
術
を
活
用
し
た
飼

養
衛
生
管
理
高
度
化
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
」
を
挙
げ
た
。

▽
実
現
の
時
間
軸

３０
年
を
展
望
し
な
が
ら
、

各
種
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
可
能

な
限
り
速
や
か
に
実
行
す

る
。
デ
ジ
タ
ル
技
術
の
進
歩

や
産
業
構
造
の
変
化
な
ど
に

応
じ
て
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

内
容
・
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
を
機

動
的
に
見
直
す
。

農
水
省
は
４
月
２７
日
、
１８

年
度
の
食
品
ロ
ス
（
本
来
食

べ
ら
れ
る
の
に
捨
て
ら
れ
て

い
る
食
品
）
の
発
生
量
の
推

計
値
を
公
表
し
た
。
食
品
ロ

ス
量
は
前
年
度
比
１２
万
㌧

（
２
％
）
減
の
６
０
０
万
㌧

と
推
計
し
た
。

内
訳
は
、
食
品
関
連
事
業

者
か
ら
発
生
す
る
事
業
系
食

品
ロ
ス（
規
格
外
品
、
返
品
、

売
れ
残
り
、
食
べ
残
し
）
が

４
万
㌧
（
１
％
）
減
の
３
２

４
万
㌧
、
一
般
家
庭
か
ら
発

生
す
る
家
庭
系
食
品
ロ
ス

（
食
べ
残
し
、
野
菜
や
果
物

の
皮
な
ど
の
過
剰
除
去
、
直

接
廃
棄
）
が
８
万
㌧
（
３
％
）

減
の
２
７
６
万
㌧
。
い
ず
れ

も
、
推
計
を
始
め
た
１２
年
度

以
降
、
最
少
と
な
っ
た
。

国
民
１
人
当
た
り
の
食
品

ロ
ス
量
は
、
１
日
約
１
３
０

㌘
（
茶
碗
１
杯
分
の
ご
飯
の

量
に
相
当
）
、
年
間
で
約
４７

㌔
。
こ
れ
は
、
年
間
１
人
当

た
り
の
米
の
消
費
量
（
約
５４

㌔
）
に
近
い
量
で
あ
り
、
依

然
と
し
て
多
い
。

１５
年
に
国
際
連
合
で
採
択

さ
れ
た
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
（
持
続
可

能
な
開
発
目
標
）
の
タ
ー
ゲ

ッ
ト
の
一
つ
に
、
３０
年
ま
で

に
小
売
・
消
費
レ
ベ
ル
に
お

け
る
世
界
全
体
の
１
人
当
た

り
の
食
料
廃
棄
物
を
半
減
さ

せ
る
こ
と
が
盛
り
込
ま
れ
る

な
ど
、
近
年
、
国
際
的
な
食

品
ロ
ス
削
減
の
気
運
が
高
ま

っ
て
い
る
。

日
本
に
お
い
て
も
、
食
品

ロ
ス
削
減
の
取
り
組
み
を

「
国
民
運
動
」
と
し
て
推
進

す
る
た
め
、
１９
年
１０
月
に
食

品
ロ
ス
削
減
推
進
法
が
施
行

さ
れ
、
２０
年
３
月
に
は
、「
食

品
ロ
ス
の
削
減
に
関
す
る
基

本
的
な
方
針
」
が
閣
議
決
定

さ
れ
て
い
る
。

農
水
省
は
４
月
１
日
、
畜

産
経
営
の
安
定
に
関
す
る
法

律
（
畜
安
法
）
に
基
づ
き
、

８７
事
業
者
（
第
２
号
と
第
３

号
対
象
事
業
者
の
重
複
除

く
）
に
２１
年
度
の
加
工
原
料

乳
生
産
者
補
給
金
の
交
付
対

象
数
量
３
４
１
万
２
９
５
０

・
２
㌧
を
配
分
し
た
。

２１
年
度
の
補
給
金
単
価
は

生
乳
１
㌔
当
た
り
８
円
２６

銭
、
条
件
不
利
地
か
ら
も
集

乳
す
る
事
業
者
に
交
付
す
る

「
集
送
乳
調
整
金
」
の
単
価

は
同
２
円
５９
銭
。

第
１
号
対
象
事
業
者
（
生

乳
を
集
め
て
乳
業
に
販
売
す

る
事
業
者
）
数
は
前
年
度
よ

り
１
増
え
、
１０
指
定
生
乳
生

産
者
団
体
（
指
定
団
体
）
を

含
む
１４
事
業
者
と
な
っ
た
。

３
４
０
万
８
６
２
１
・
６
㌧

を
配
分
。
１０
指
定
団
体
へ
の

配
分
が
大
部
分
を
占
め
る
。

集
送
乳
調
整
金
が
交
付
さ
れ

る
指
定
事
業
者
は
前
年
度
と

変
わ
ら
ず
、
１０
指
定
団
体
。

第
２
号
対
象
事
業
者
（
乳

業
に
直
接
生
乳
を
販
売
す
る

酪
農
家
）
数
は
３
減
り
、
４９

事
業
者
に
２
７
４
７
・
９
㌧
、

第
３
号
対
象
事
業
者
（
乳
製

品
を
加
工
販
売
す
る
酪
農

家
）
数
は
同
じ
で
、
２７
事
業

者
に
１
５
８
０
・
７
㌧
を
そ

れ
ぞ
れ
配
分
し
た
。

食品ロス量（２０１８年度推計値）

前年度との比較

▲１２万トン、▲２％

▲４万トン、▲１％

▲８万トン、▲３％

（▲はマイナス）

２０１８年度

６００万トン

３２４万トン

２７６万トン

２０１７年度

６１２万トン

３２８万トン

２８４万トン

食品ロス量

事業系食品ロス量

家庭系食品ロス量

食
料
・
農
業
知
っ
て
お
き
た
い
話

第
９７
回

デ
ジ
タ
ル
技
術
活
用
を
推
進

規
制
改
革
推
進
会
議
の
暴
論
の
検
証（
第
２
弾
）

農
水
省
、「
農
業
Ｄ
Ｘ
構
想
」取
り
ま
と
め

東
京
大
学
教
授

鈴
木
宣
弘
氏

８７
事
業
者
に
３４１
万
㌧
配
分

２１
年
度
加
工
原
料
乳
補
給
金

１８年度

食
品
ロ
ス
２
％
減
の
６００
万
㌧

事
業
系
１
％
減
、家
庭
系
３
％
減
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農
林
水
産
政
策
研
究
所
は

３
月
３０
日
、
「
２
０
３
０
年

に
お
け
る
世
界
の
食
料
需
給

見
通
し
」
を
公
表
し
た
。
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

の
世
界
的
な
流
行
に
伴
う
感

染
拡
大
防
止
措
置
等
に
よ
る

世
界
経
済
の
大
減
速
な
ど
を

踏
ま
え
て
、
３０
年
に
お
け
る

世
界
の
食
料
需
給
に
つ
い
て

予
測
を
行
っ
た
。
穀
物
・
大

豆
の
国
際
価
格
は
、
弱
含
み

の
傾
向
を
よ
り
強
め
つ
つ
、

や
や
低
下
に
近
い
推
移
と
な

る
と
見
通
し
て
い
る
。

同
研
究
所
で
は
毎
年
、
１０

年
後
の
「
世
界
の
食
料
需
給

見
通
し
」を
策
定
し
て
い
る
。

今
回
、
３０
年
を
目
標
年
次
、

１８
年
（
数
値
は
１７
〜
１９
年
の

平
均
値
）
を
基
準
年
次
と
し

て
、
耕
種
作
物
・
畜
産
物
等

の
２０
品
目
に
つ
い
て
、
生
産

量
、
需
要
量
（
消
費
量
）
な

ど
を
試
算
し
た
。

試
算
の
結
果
、「
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
収
束

に
向
け
た
不
確
実
性
は
い
ま

だ
に
大
き
い
」と
し
た
上
で
、

「
中
期
的
に
、経
済
成
長
は
多

く
の
国
で
よ
り
鈍
化
す
る
と

み
ら
れ
、
世
界
経
済
は
こ
れ

ま
で
に
比
べ
て
よ
り
緩
や
か

な
成
長
と
な
る
」
と
見
込
ん

だ
。
世
界
の
穀
物
等
の
需
給

及
び
国
際
価
格
の
予
測
結
果

（
概
要
）
は
次
の
と
お
り
。

【
穀
物
・
大
豆
】
世
界
の

需
要
は
、
こ
れ
ま
で
の
増
加

ペ
ー
ス
を
鈍
化
さ
せ
つ
つ
、

総
人
口
の
継
続
的
な
増
加
と

新
興
国
及
び
途
上
国
を
中
心

と
し
た
所
得
向
上
に
伴
っ

て
、
食
用
需
要
及
び
飼
料
用

需
要
の
漸
進
的
な
増
加
が
見

込
ま
れ
る
。
供
給
面
は
、
一

部
の
穀
物
で
利
潤
の
低
下
に

伴
っ
て
収
穫
面
積
の
減
少
が

み
ら
れ
る
も
の
の
、
穀
物
・

大
豆
等
の
生
産
は
主
に
単
収

に
よ
っ
て
増
加
す
る
こ
と
が

今
後
も
見
込
ま
れ
る
。

こ
の
た
め
、
穀
物
・
大
豆

の
国
際
価
格
は
、中
期
的
に
、

資
源
・
穀
物
価
格
高
騰
前
の

０６
年
以
前
の
低
い
水
準
に
は

戻
ら
な
い
も
の
の
、
実
質
ベ

ー
ス
で
弱
含
み
の
傾
向
を
よ

り
強
め
つ
つ
、
や
や
低
下
に

近
い
推
移
と
な
る
見
通
し

（
表
）
。
物
価
指
数
（
イ
ン

フ
レ
ー
シ
ョ
ン
）
を
勘
案
す

る
と
、
名
目
価
格
は
や
や
上

昇
す
る
見
込
み
。

【
植
物
油
】
中
期
的
に
は

経
済
成
長
の
鈍
化
に
伴
っ

て
、
ア
ジ
ア
の
新
興
国
・
途

上
国
等
の
植
物
油
消
費
量
の

増
加
は
弱
含
む
。
一
方
で
、

ア
ジ
ア
及
び
ア
フ
リ
カ
を
中

心
に
総
人
口
の
増
加
に
よ
る

消
費
量
の
増
加
は
依
然
と
し

て
継
続
す
る
。

そ
の
結
果
、
大
豆
油
及
び

そ
の
他
植
物
油
の
国
際
価
格

の
上
昇
率
は
、
穀
物
や
大
豆

の
そ
れ
を
上
回
り
、
３０
年
に

お
い
て
実
質
ベ
ー
ス（
以
下
、

同
じ
）
で
６
・
４
％
上
昇
す

る
見
通
し
。

【
肉
類
】
中
期
的
に
は
、

ア
ジ
ア
の
肉
類
消
費
は
増
加

す
る
も
の
の
、
中
東
・
ア
フ

リ
カ
等
の
経
済
の
回
復
は
緩

や
か
に
留
ま
り
、
畜
産
物
の

消
費
は
よ
り
緩
や
か
に
増
加

す
る
見
通
し
。

先
進
国
だ
け
で
な
く
新
興

国
や
途
上
国
に
お
い
て
、
消

費
者
の
健
康
志
向
の
高
ま
り

や
宗
教
的
に
忌
避
さ
れ
に
く

い
こ
と
か
ら
、
鶏
肉
の
消
費

を
嗜
好
す
る
傾
向
は
続
く
見

通
し
。
た
だ
し
、
国
際
価
格

の
上
昇
率
は
３０
年
に
３
・
０

％
と
、
世
界
経
済
の
減
速
感

か
ら
伸
び
は
や
や
抑
え
ら
れ

る
見
通
し
。

牛
肉
価
格
の
上
昇
率
は
１

・
０
％
と
主
要
畜
産
物
の
中

で
最
も
低
い
と
見
込
ま
れ

る
。
豚
肉
価
格
は
、
ア
フ
リ

カ
豚
熱
等
の
疾
病
に
よ
る
供

給
へ
の
懸
念
の
不
確
実
性
が

あ
る
中
で
、
ア
ジ
ア
を
中
心

と
し
た
消
費
量
の
増
加
に
よ

っ
て
牛
肉
価
格
の
上
昇
率
を

や
や
上
回
り
、
１
・
９
％
の

上
昇
が
予
測
さ
れ
る
。

【
乳
製
品
】
経
済
成
長
に

鈍
化
傾
向
が
見
込
ま
れ
る
中

で
も
所
得
の
向
上
は
続
き
、

乳
製
品
の
１
人
当
た
り
消
費

量
が
低
い
新
興
国
及
び
途
上

国
も
消
費
量
は
穏
や
か
に
増

加
す
る
見
通
し
。
ま
た
、
伸

び
は
鈍
化
し
つ
つ
も
総
人
口

の
継
続
的
な
増
加
に
よ
り
、

需
要
は
今
後
も
増
え
る
見
通

し
。
国
際
価
格
は
や
や
上
昇

基
調
で
推
移
す
る
見
込
み
。

た
だ
し
、
ア
ジ
ア
を
中
心

と
し
た
新
興
国
・
途
上
国
に

お
け
る
チ
ー
ズ
の
需
要
の
伸

び
は
バ
タ
ー
、
脱
脂
粉
乳
等

に
比
べ
て
低
く
、
上
昇
率
が

相
対
的
に
鈍
化
す
る
傾
向
は

継
続
す
る
と
見
込
ま
れ
る
。

農
水
省
が
３
月
３１
日
に
公

表
し
た
１９
年
度
６
次
産
業
化

総
合
調
査
結
果
に
よ
る
と
、

全
国
の
農
業
生
産
関
連
事
業

に
よ
る
年
間
総
販
売
金
額
は

２
兆
７
７
３
億
円
で
、
前
年

度
に
比
べ
１
・
３
％
減
少
し

た
も
の
の
、
４
年
連
続
で
２

兆
円
を
超
え
た
。
た
だ
、
観

光
農
園
、
農
家
民
宿
及
び
農

家
レ
ス
ト
ラ
ン
の
事
業
体

数
、
従
事
者
数
と
も
軒
並
み

２
桁
台
の
減
少
率
を
示
し
て

い
る
。

農
業
生
産
関
連
事
業
（
以

下
「
同
事
業
」
）
と
し
て
、

農
産
加
工
、農
産
物
直
売
所
、

観
光
農
園
、
農
家
民
宿
及
び

農
家
レ
ス
ト
ラ
ン
を
営
む
事

業
体
（
農
業
経
営
体
、
農
協

等
）
を
対
象
に
、
販
売
（
売

上
）
金
額
、
従
事
者
数
な
ど

を
調
査
し
た
。

全
国
の
年
間
総
販
売
金
額

を
業
態
別
に
み
る
と
、
農
産

物
直
売
所
が
前
年
度
比
２
・

４
％
減
の
１
兆
５
３
４
億
円

と
最
も
多
く
、
次
い
で
農
産

加
工
が
０
・
７
％
増
の
９
４

６
８
億
円
で
、
合
わ
せ
る
と

全
体
の
９６
・
３
％
を
占
め
て

い
る
。
観
光
農
園
は
１０
・
９

％
減
の
３
５
９
億
円
、
農
家

民
宿
は
９
・
７
％
減
の
５４
億

円
、
農
家
レ
ス
ト
ラ
ン
は
７

・
１
％
減
の
３
５
７
億
円
だ

っ
た
。

全
国
の
同
事
業
の
事
業
体

数
は
６
万
４
０
７
０
で
、
３

・
４
％
増
え
た
。
業
態
別
に

み
る
と
、
農
産
加
工
が
３
万

２
４
０
０
（
１６
・
３
％
増
）

と
大
き
く
増
え
、
次
い
で
農

産
物
直
売
所
が
２
万
３
６
５

０
（
０
・
１
％
減
）
と
な
っ

て
い
る
。
観
光
農
園
は
５
２

９
０
（
１９
・
７
％
減
）
、
農

家
民
宿
は
１
３
６
０
（
３４
・

０
％
減
）
、
農
家
レ
ス
ト
ラ

ン
も
１
３
６
０
（
１３
・
９
％

減
）
と
、
い
ず
れ
も
大
き
く

減
っ
て
い
る
。

１
事
業
体
当
た
り
の
年
間

販
売
金
額
を
み
る
と
、
農
産

加
工
が
２
９
２
２
万
円
（
１３

・
４
％
減
）
、
農
産
物
直
売

所
が
４
４
５
３
万
円
（
１
・

５
％
減
）
と
減
っ
た
の
に
対

し
、
観
光
農
園
は
６
７
９
万

円
（
１０
・
９
％
増
）
、
農
家

民
宿
は
３
９
９
万
円
（
３７
・

１
％
増
）
、
農
家
レ
ス
ト
ラ

ン
は
２
６
２
３
万
円
（
７
・

７
％
増
）
と
伸
び
て
い
る
。

ま
た
、
全
国
の
同
事
業
に

お
け
る
総
従
事
者
数
は
４３
万

７
７
０
０
人
で
、
０
・
９
％

減
っ
た
。
内
訳
は
、
役
員
・

家
族
が
１７
万
１
１
０
０
人

（
２
・
０
％
減
）
、
雇
用
者

は
前
年
度
並
み
の
２６
万
６
６

０
０
人
（
常
雇
い
１４
万
４
６

０
０
人
、
臨
時
雇
い
１２
万
２

０
０
０
人
）
だ
っ
た
。
雇
用

者
の
約
７
割
を
女
性
が
占
め

て
い
る
。

従
事
者
数
を
業
態
別
に
み

る
と
、
農
産
加
工
が
１９
万
２

１
０
０
人
（
７
・
１
％
増
）

と
増
え
た
の
に
対
し
、
農
産

物
直
売
所
は
１９
万
３
４
０
０

人
（
１
・
６
％
減
）
、
観
光

農
園
は
３
万
３
７
０
０
人

（
２２
・
９
％
減
）
、
農
家
民

宿
は
５
７
０
０
人
（
２６
・
０

％
減
）
、
農
家
レ
ス
ト
ラ
ン

は
１
万
２
８
０
０
人
（
１０
・

５
％
減
）
と
そ
れ
ぞ
れ
減
っ

て
い
る
。

北
海
道
の
ほ
ぼ
中
央
に
位

び

え
い

置
す
る
上
川
郡
美
瑛
町
は
、

な
だ
ら
か
な
丘
陵
と
緑
豊
か

な
自
然
環
境
が
特
徴
の
町
。

面
積
は
約
６
万
８
千
㌶
で
、

人
口
は
約
１
万
人
。
気
候
は

内
陸
性
で
寒
暖
の
差
が
大
き

い
。
戦
後
開
拓
集
落
に
よ
る

広
大
な
農
地
が
美
し
い
景
観

を
形
成
し
て
い
る
。

１
９
４
５（
昭
和
２０
）年
、

緊
急
開
拓
事
業
に
よ
り
、
美

瑛
原
野
地
区
の
旧
・
陸
軍
演

習
地
６
７
９
８
㌶
、
ル
ベ
シ

ベ
地
区
の
旧
・
御
料
林
（
皇

室
所
有
地
）
２
７
１
６
㌶
が

開
拓
地
と
し
て
開
放
さ
れ

た
。
東
京
や
名
古
屋
の
被
災

者
、
復
員
軍
人
、
外
地
か
ら

の
引
揚
者
ら
が
続
け
て
入
植

し
た
。

４８
年
、
美
瑛
開
拓
農
協
と

ご

り
ょ
う

五
稜
開
拓
農
協
の
２
開
協
が

創
立
さ
れ
た
。
開
拓
者
は
地

域
に
応
じ
て
、
そ
れ
ぞ
れ
の

開
協
に
所
属
し
た
。

美
瑛
原
野
地
区
は
開
田
、

ル
ベ
シ
ベ
地
区
は
開
畑
の
計

画
だ
っ
た
が
、
人
力
で
行
わ

ざ
る
を
得
な
い
開
拓
は
厳
し

か
っ
た
。
繁
茂
し
て
い
た
大

木
の
抜
根
作
業
は
重
労
働
だ

っ
た
。
岩
石
が
多
い
場
所
も

あ
り
、
開
墾
は
容
易
で
は
な

か
っ
た
。

離
農
者
が
多
か

っ
た
。
「
美
瑛
町

戦
後
開
拓
四
十
年

史
」（
８７
年
発
行
）

に
よ
る
と
、
当
初

の
入
植
者
７
５
５

戸
の
う
ち
、
現
地

を
去
っ
た
者
は
４

５
２
戸
の
多
き
に

達
し
た
。

か
ん
が
い
施
設
及
び
飲
料

水
施
設
が
完
成
し
た
の
は
６４

年
の
こ
と
だ
っ
た
。現
在
は
、

小
麦
や
バ
レ
イ
シ
ョ
な
ど
の

畑
作
、
稲
作
、
酪
農
な
ど
が

営
ま
れ
、
農
業
が
同
町
の
基

幹
産
業
と
な
っ
て
い
る
。

町
内
に
は
、
い
く
つ
か
の

記
念
碑
や
記
念
塔
が
あ
る
。

五
稜
神
社
の
境
内
に
設
置
さ

れ
て
い
る
石
碑
は
９６
年
に
建

立
さ
れ
た
も
の
で
、
碑
銘
は

「
美
瑛
町
五
稜
開
基
五
十
周

年
記
念
碑

拓
魂
」
。

碑
文
に
は「
美
園
地
区
７３

戸
、五
稜
地
区
１
８
１
戸
の

総
数
２
５
４
戸
の
入
植
者
に

依
っ
て
開
拓
さ
れ
た
」と
あ

り
、「
先
人
は
、新
地
開
拓
に

明
日
へ
の
希
望
を
抱
き
、森

林
を
伐
採
し
、背
丈
を
凌
ぐ

笹
を
刈
り
跡
地
を
焼
き
払
っ

て
は
鍬
を
入
れ
る
、
過
酷
な

労
働
と
厳
し
い
自
然
と
戦

い
、
粗
衣
粗
食
な
ど
多
く
の

苦
難
に
耐
え
、
不
屈
の
精
神

力
を
も
っ
て
開
拓
に
励
み
肥

土
の
大
地
に
成
し
遂
げ
、
昭

和
５６
年
美
園
、
五
稜
地
区
の

合
併
を
経
て
、
今
日
の
五
稜

郷
が
創
ら
れ
た
」
と
記
さ
れ

て
い
る
。
裏
面
に
は
、
建
立

者
全
員
の
氏
名
が
刻
ま
れ
て

い
る
。

５
月
後
半
か
ら
６
月
下
旬

に
か
け
て
予
定
さ
れ
て
い

る
、
開
拓
組
織
及
び
関
係
機

関
・
団
体
の
主
な
行
事
は
次

の
と
お
り
。

５
月

２７
日

岩
手
花
平
農
協
第
５７

回
通
常
総
会

６
月

１０
日

全
日
本
開
拓
者
連
盟

畜
産
・
酪
農
政
策
要
望

打
合
せ
会
議

全
開
連
理
事
会

全
国
開
拓
振
興
協
会

理
事
会

全
日
本
開
拓
者
連
盟

中
央
常
任
委
員
会

１１
日

全
日
本
開
拓
者
連
盟

第
７６
回
通
常
総
会

全
国
開
拓
振
興
協
会

第
９
回
定
時
総
会

全
日
本
開
拓
者
連
盟

畜
産
・
酪
農
政
策
要
請

行
動

２３
日

佐
賀
県
開
拓
畜
産
事

協
第
５
回
通
常
総
会

２４
日

肥
後
開
拓
農
協
第
１３

回
通
常
総
会

２５
日

福
岡
県
畜
産
農
協
第

４９
回
通
常
総
会

ジ
ャ
パ
ン
ビ
ー
フ
農

協
第
２１
回
通
常
総
会

３０
日

開
拓
な
が
さ
き
農
協

第
１２
回
通
常
総
会

＊

＊

主要品目別に見た基準年の価格と目標年の価格
（単位：ドル／トン（耕種作物）、ドル／１００㎏（畜産物））

２０３０年（目標年）
増減率
（％）
１６．２
１７．２
１４．４
１５．１
１７．２
２３．８
１７．７
１８．８
２０．０
３１．１
３９．６
２０．７

資料 :２０３０年における世界の食料需給見通し

名目価格

１９２
１９１
４５７
１２１
４０２
８７９
５０６
１７０
３３２
６８４
３０５
４８５

増減率
（％）
－０．２
０．６
－１．８
－１．２
０．６
６．３
１．０
１．９
３．０
１２．６
１９．８
３．６

実質価格

１６５
１６４
３９２
１０４
３４５
７５５
４３４
１４６
２８５
５８７
２６２
４１６

基準年
（２０１７-１９年）
の価格
１６５
１６３
４００
１０６
３４３
７１０
４３０
１４４
２７７
５２２
２１９
４０２

品目

小麦
トウモロコシ
米
その他穀物
大豆
植物油
牛肉
豚肉
鶏肉
バター
脱脂粉乳
チーズ

穀
物
・
大
豆
の
国
際
価
格
は
弱
含
み

穀
物
・
大
豆
の
国
際
価
格
は
弱
含
み

北海道上川郡美瑛町五稜

農
林
水
産

政
策
研
究
所

１０
年
後
の
食
料
需
給
を
予
測

「拓魂」

６次産業化
総 合 調 査

年
間
総
販
売
額
４
年
連
続
２
兆
円
超

１９
年
度
農
業
生
産
関
連
事
業

本
紙
は
無
償
で
提
供
し
て
い
ま
す
。

ご
希
望
の
方
は
お
知
ら
せ
下
さ
い
。
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農
林
中
央
金
庫
は
４
月
２７

日
、「
第
４
回
『
世
代
を
つ
な

ぐ
食
』そ
の
実
態
と
意
識
」の

調
査
結
果
を
公
表
し
た
。東

京
近
郊（
２０
〜
５０
㎞
圏
内
）に

住
む
３０
〜
５９
歳
の
母
親
４
０

０
人
が
対
象
。「
食
」に
関
し

て
は
、
農
業
従
事
者
ら
へ
の

感
謝
の
気
持
ち
が
あ
る
人
が

７
割
に
迫
り
、
食
の
安
全
で

は
、
原
産
地
を
確
認
し
て
い

る
人
が
多
い
。

◆
食
へ
の
意
識

「『
食
』に
関
す
る
感
謝
の

気
持
ち
が
あ
る
か
」は
、「
と

て
も
あ
る
」「
ま
あ
あ
る
」
合

わ
せ
て
９９
・
０
％｛
前
回（
１５

年
）
調
査
比
１
・
７
㌽
増
｝

で
、
ほ
ぼ
全
て
の
人
が
感
謝

の
気
持
ち
を
持
っ
て
い
る
。

「
ど
ん
な
こ
と
に
感
謝
の

気
持
ち
が
あ
る
か
（
３
９
６

人
、
複
数
回
答
）
」
の
結
果

は
図
の
と
お
り
。
「
農
業
・

漁
業
従
事
者
に
対
し
て
」
が

７
・
８
㌽
増
、
「
お
い
し
い

も
の
が
食
べ
ら
れ
る
こ
と
に

対
し
て
」
が
２
・
０
㌽
減
、

「
食
べ
物
の
い
の
ち
を
食
べ

る
こ
と
に
対
し
て
」
が
８
・

４
㌽
増
な
ど
。
コ
ロ
ナ
禍
で

の
心
理
的
な
影
響
も
あ
る
と

み
ら
れ
る
。「
農
業
・
漁
業
従

事
者
に
対
し
て
」
は
年
代
が

上
が
る
ほ
ど
、
「
お
い
し
い

も
の
が
食
べ
ら
れ
る
こ
と
」

は
若
年
層
ほ
ど
、
そ
れ
ぞ
れ

高
い
傾
向
が
み
ら
れ
た
。

「
食
の
安
全
」で
は
、「
と

て
も
あ
る
」
「
ま
あ
あ
る
」

を
合
わ
せ
た「
関
心
が
あ
る
」

は
９５
・
３
％（
０
・
５
㌽
増
）

だ
っ
た
。
「
食
の
安
全
の
た

め
に
実
行
し
て
い
る
こ
と

（
複
数
回
答
）
」
で
は
、
「
原

産
地
を
確
認
す
る
」
が
７３
・

８
％（
５
・
５
㌽
減
）、「
な

る
べ
く
手
作
り
す
る
」
が
５５

・
０
％
（
５
・
０
㌽
減
）
、

「
食
品
表
示
を
よ
く
読
む
」

が
５０
・
５
％（
１６
・
３
㌽
減
）

な
ど
が
高
い
が
、
割
合
が
下

が
っ
て
い
る
項
目
が
多
か
っ

た
。
「
原
産
地
を
確
認
」
は

年
代
が
上
が
る
ほ
ど
高
く
、

３０
代
と
５０
代
の
間
に
は
１５
㌽

以
上
の
差
が
あ
っ
た
。

◆
日
本
の
農
業
や
食
に
つ

い
て「

日
本
の
食
料
自
給
率
に

つ
い
て
」
は
、
正
解
（
概
数
）

の「
４０
％
」は
２５
・
０
％（
１

・
２
㌽
増
）
と
、
４
分
の
１

に
と
ど
ま
る
。「
３０
％
以
下
」

が
３９
・
５
％（
８
・
８
㌽
減
）、

「
５０
％
以
上
」
は
２４
・
５
％

（
４
・
５
㌽
増
）
と
な
っ
て

い
る
。
４０
代
で
最
も
正
解
率

が
高
か
っ
た
。

「
ど
の
程
度
自
給
す
る
べ

き
と
思
う
か
」
は
、「
３
分
の

２
く
ら
い
」が
４９
・
０
％（
６

・
３
㌽
減
）
、
「
半
分
く
ら

い
」が
３７
・
３
％（
５
・
５
㌽

増
）な
ど
。「
３
分
の
２
く
ら

い
」
は
５０
代
で
特
に
高
い
。

「
こ
れ
か
ら
の
農
畜
水
産

物
へ
の
要
望
（
複
数
回
答
）
」

は
、「
安
全
な
」
が
９５
・
８
％

（
１
・
５
㌽
減
）、「
お
い
し
い
」

が
８１
・
０
％（
５
・
０
㌽
増
）、

「
安
い
」
が
５３
・
３
％（
０
・

７
㌽
減
）と
な
っ
て
い
る
。こ

の
他
で
は「
抗
生
物
質
を
使

っ
て
い
な
い
」が
４９
・
８
％
で

５
・
８
㌽
増
加
し
て
い
る
。

◆
食
生
活
の
実
態

「
生
鮮
食
品
を
選
ぶ
時
に

特
に
気
を
付
け
る
点
（
上
位

３
つ
ま
で
複
数
回
答
）」は
、

「
価
格
」
が
７１
・
０
％
（
７

・
２
㌽
増
）
、
「
賞
味
・
消

費
期
限
」
が
６９
・
５
％
（
１

・
８
㌽
減
）
、
「
見
た
目
の

新
鮮
さ
」
が
６８
・
５
％
（
４

・
５
㌽
増
）
の
順
で
高
い
。

「
賞
味
・
消
費
期
限
」
は
高

年
代
、
「
原
産
地
」
が
若
年

層
で
高
い
傾
向
だ
っ
た
。

「
家
庭
で
の
野
菜
の
自
家

生
産
」
は
、
「
し
て
い
る
」

が
１１
・
０
％（
０
・
５
㌽
増
）

で
横
ば
い
。
自
家
生
産
し
て

い
る
野
菜
の
換
算
額
は
、
１

万
１
１
９
５
円
（
７
４
１
１

円
増
）と
大
幅
に
増
加
し
た
。

神
奈
川
県
中
央
北
部
の
愛

甲
郡
愛
川
町
に
あ
る
「
中
津

台
地
」
は
戦
後
開
拓
地
だ
っ

た
。
同
町
が
今
年
の
３
月
に

製
作
し
た
「
愛
川
百
年
旅
Ｓ

Ｐ
Ｅ
Ｃ
Ｉ
Ａ
Ｌ
『
復
活
の
台

地
』
」
で
、
開
拓
の
歴
史
や

経
緯
が
紹
介
さ
れ
た
。

中
津
台
地
は

現
在
の
愛
川
町

中
津
地
区
（
旧

中
津
村
）
に
位

置
し
て
お
り
、

戦
後
開
拓
が
始

ま
る
前
か
ら
農

業
が
営
ま
れ
て

い
た
。
サ
ト
イ

モ
や
桑
を
育
て

て
い
た
が
、
半

ば
強
制
的
に
当
時
の
陸
軍
省

が
用
地
買
収
を
決
定
。
熊
谷

陸
軍
飛
行
学
校
相
模
分
教
所

を
開
校
し
た
が
、
わ
ず
か
４

年
で
終
戦
を
迎
え
た
。

戦
後
す
ぐ
に
再
び
農
地
と

し
て
開
墾
す
る
こ
と
に
な

り
、
開
拓
が
始
ま
っ
た
。
食

料
難
が
深
刻
だ
っ
た
こ
と
か

ら
、
国
か
ら
開
拓
の
許
可
を

待
つ
時
間
が
無
い
と
判
断
。

土
地
の
管
理
を
委
託
さ
れ
て

い
た
中
津
農
業
会
が
旗
揚
げ

役
と
な
り
、
国
か
ら
の
許
可

を
待
た
ず
に
開
拓
の
作
業
が

始
め
ら
れ
た
。
現
在
も
同
地

に
あ
る
「
開
墾
記
念
碑
」
に

も
、
そ
の
経
緯
が
記
さ
れ
て

い
る
。

１１
の
農
事
実
行
組
合
が
入

り
、
ブ
ロ
ッ
ク
で
仮
割
り
当

て
を
し
て
開
墾
作
業
を
開
始

し
た
。
飛
行
場
に
し
た
時
に

耕
土
を
取
っ
た
た
め
農
作
物

が
育
た
な
い
場
所
も
あ
り
、

農
地
に
で
き
た
場
所
も
土
が

硬
く
、
骨
の
折
れ
る
作
業
だ

っ
た
。
映
像
中
に
は
、
戦
後

７
年
経
っ
た
当
時
の
、
飛
行

場
の
建
物
だ
っ
た
コ
ン
ク
リ

ー
ト
の
構
造
物
を
活
か
し
、

田
ん
ぼ
に
し
よ
う
と
す
る
姿

が
映
し
出
さ
れ
て
い
る
（
写

真
）
。

作
業
が
始
ま
っ
た
翌
４６

年
１１
月
に
は
約
２
２
０
町

歩
の
開
墾
が
完
了
。
米
の

ほ
か
、
タ
バ
コ
や
茶
な
ど

が
生
産
さ
れ
た
。
５０
年
時

点
で
の
中
津
地
区
の
農
業

人
口
は
、
１
５
４
６
人
に

上
っ
た
。

農
地
に
な
っ
て
１５
年
経

っ
た
６１
年
、
中
津
地
区
に

県
か
ら
内
陸
工
業
団
地
の

構
想
が
提
示
さ
れ
、
５
年

後
に
「
神
奈
川
県
内
陸
工

業
団
地
」
が
完
成
。
県
内

最
大
規
模
の
工
業
団
地
と

な
り
、
現
在
も
一
大
流
通

拠
点
と
し
て
、
か
つ
て
の

農
地
か
ら
生
ま
れ
変
わ
っ

た
姿
と
な
っ
て
い
る
。

戦後の農地開拓

（後ろに立つのは格納庫の基礎） 写真提供 :神奈川県

農
水
省
は
（
公
社
）
日
本

茶
業
中
央
会
等
の
関
係
団
体

と
連
携
し
、
３
月
３０
日
か
ら

「
日
本
茶
と
暮
ら
そ
う
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
」
を
実
施
し
て
い

る
。
新
茶
の
シ
ー
ズ
ン
に
合

わ
せ
て
、
茶
の
消
費
を
喚
起

す
る
。

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
の
感
染
拡
大
な
ど
の
影

響
か
ら
、
新
茶
イ
ベ
ン
ト
の

中
止
、
観
光
需
要
や
葬
儀
用

な
ど
の
業
務
用
需
要
の
減
少

に
よ
り
、
２０
年
産
の
茶
は
生

産
量
・
売
上
額
と
も
に
大
き

な
打
撃
を
受
け
た
。

一
方
、
巣
ご
も
り
需
要
に

よ
り
家
庭
で
の
リ
ー
フ
茶
の

消
費
量
や
輸
出
量
は
増
加
し

て
お
り
、
茶
の
在
庫
量
は
減

少
傾
向
で
、
明
る
い
兆
候
も

見
ら
れ
て
い
る
。よ
り
一
層
、

消
費
者
に
暮
ら
し
の
様
々
な

場
面
で
茶
を
楽
し
み
、
消
費

を
拡
大
し
て
も
ら
う
こ
と
を

目
指
す
。

主
な
取
り
組
み
内
容
は
、

①
日
本
全
国
を
北
上
す
る
、

各
産
地
の
新
茶
シ
ー
ズ
ン

（
旬
）
を
ロ
ゴ
マ
ー
ク
（
図
）

で
ア
ピ
ー
ル
②
動
画
な
ど
の

Ｓ
Ｎ
Ｓ
等
（
同
省
の
公
式
Ｓ

Ｎ
Ｓ
も
含
む
）
を
使
い
、
茶

産
地
や
お
茶
の
魅
力
を
発
信

③
各
産
地
の
新
茶
イ
ベ
ン
ト

情
報
な
ど
を
同
省
ホ
ー
ム
ペ

ー
ジ
等
で
収
集
・
発
信
④
国

の
事
業
（
国
産
農
林
水
産
物

等
販
路
多
様
化
緊
急
対
策
事

業
）
も
活
用
し
た
、
茶
の
イ

ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
販
売
・
販
促

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
な
ど
の
販
路

拡
大
の
取
り
組
み
の
推
進
―

な
ど
と
な
っ
て
い
る
。

コ
ロ
ナ
禍
の
厳
し
い
状
況

を
逆
手
に
取
り
、
お
茶
の
消

費
拡
大
に
つ
な
が
る
こ
と
が

望
ま
れ
る
。

消
費
者
庁
は
４
月
２７
日
、

２０
年
度
の
「
消
費
者
の
意
識

に
関
す
る
調
査
結
果
報
告
書

―
食
品
ロ
ス
の
認
知
度
と
取

組
状
況
等
に
関
す
る
調
査
」

の
結
果
を
公
表
。同
調
査
は
、

今
年
３
月
に
全
国
の
１８
歳
以

上
の
消
費
者（
男
女
５
千
人
）

を
対
象
に
実
施
し
た
も
の
。

そ
れ
に
よ
る
と
、
「
食
品

ロ
ス
問
題
の
認
知
度
」（「
よ

く
知
っ
て
い
る
」
＋
「
あ
る

程
度
知
っ
て
い
る
」
）
は
、

７９
・
４
％
（
前
年
度
比
０
・

８
㌽
減
）
と
約
８
割
で
、
ほ

ぼ
横
ば
い
で
推
移
し
て
い

る
。
依
然
と
し
て
、
約
２
割

の
消
費
者
は
問
題
を
知
ら
な

い
と
い
う
状
況
が
続
い
た
。

年
代
別
に
認
知
度
を
み
る

と
、
７０
歳
代
以
上
が
９３
・
１

％
（
１
・
４
㌽
増
）
と
最
も

高
い
（
図
）
。
次
い
で
、
６０

歳
代
が
８７
・
５
％
（
１
・
２

㌽
増
）
、
５０
歳
代
が
７９
・
５

％
（
２
・
９
㌽
減
）
と
続
い

た
。
高
年
代
の
層
ほ
ど
高
い

傾
向
に
あ
っ
た
。

一
方
、「
知
ら
な
い
」（「
あ

ま
り
知
ら
な
い
」
＋
「
全
く

知
ら
な
い
」
）
と
い
う
回
答

が
多
か
っ
た
世
代
は
、
２０
歳

代
の
３４
・
１
％
（
０
・
９
㌽

減
）
、
３０
歳
代
の
３３
・
１
％

（
４
・
６
㌽
増
）
、
１８
〜
１９

歳
の
２９
・
８
％
（
３
・
８
㌽

増
）
と
な
っ
て
お
り
、
高
年

代
層
と
若
年
代
層
で
意
識
に

大
き
な
差
が
あ
る
こ
と
が
う

か
が
え
た
。

ま
た
、
「
食
品
ロ
ス
問
題

を
認
知
し
、
削
減
に
取
り
組

む
人
」
の
割
合
は
７６
・
６
％

（
０
・
１
㌽
増
）
で
、
ほ
ぼ

横
ば
い
。
問
題
を
認
知
し
て

い
る
人
の
ほ
と
ん
ど
は
、
削

減
に
取
り
組
ん
で
い
る
傾
向

に
あ
る
こ
と
が
み
て
と
れ

た
。「

食
品
ロ
ス
を
減
ら
す
た

め
の
取
り
組
み
（
複
数
回

答
）
」
で
は
、
「
残
さ
ず
に

食
べ
る
」
６９
・
５
％
（
２
・

１
㌽
増
）
、
「
冷
凍
保
存
を

活
用
す
る
」
４６
・
４
％
（
１

・
９
㌽
増
）、「
賞
味
期
限
を

過
ぎ
て
も
す
ぐ
に
捨
て
る
の

で
は
な
く
、
自
分
で
食
べ
ら

れ
る
か
判
断
す
る
」
４４
・
１

％
（
２
・
０
㌽
増
）
の
順
で

多
か
っ
た
。
主
要
な
取
り
組

み
内
容
は
、
い
ず
れ
も
増
え

て
い
る
。
そ
れ
に
対
し
て
、

「
取
り
組
ん
で
い
る
こ
と
は

な
い
」
の
割
合
は
、
１０
・
３

％
（
１
・
１
㌽
減
）
と
減
少

し
た
。

同
庁
は
、
食
品
ロ
ス
削
減

の
た
め
、
「
賞
味
期
限
は
、

お
い
し
く
食
べ
る
こ
と
が
で

き
る
期
限
で
あ
り
、
食
べ
ら

れ
な
く
な
る
期
限
で
は
な
い

こ
と
に
留
意
し
て
ほ
し
い
」

と
し
て
い
る
。
ま
た
、
小
売

店
な
ど
で
の
ポ
ス
タ
ー
掲
示

等
に
よ
っ
て
、
消
費
者
へ
の

普
及
・
啓
発
活
動
を
行
っ
て

い
る
。

消費者庁

高
年
代
層
ほ
ど
問
題
認
知
度
高
い

農
業
従
事
者
へ
の
感
謝
６６
％
で
ト
ッ
プ

農
業
従
事
者
へ
の
感
謝
６６
％
で
ト
ッ
プ

農林中金

２０
年
度
食
品
ロ
ス
意
識
調
査
報
告
書

原
産
地
な
ど
食
の
安
全
に
関
心

原
産
地
な
ど
食
の
安
全
に
関
心

戦
後
開
拓
地「
中
津
台
地
」の
歴
史
伝
え
る

戦
後
開
拓
地「
中
津
台
地
」の
歴
史
伝
え
る

神
奈
川
県
愛
川
町
が
映
像
資
料
製
作

茶茶
新新

シ
ー
ズ
ン
！
消
費
拡
大
図
る

シ
ー
ズ
ン
！
消
費
拡
大
図
る

日
本
茶
と
暮
ら
そ
う
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
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昨年７月に、全国各地で豪雨による
河川氾濫や土砂災害が発生した。近年、
毎年のように豪雨災害が発生している
ことから、事前の対策や発生後の対応
について確認しておきたい。

【共通事項】

ほ場への雨水流入に備えて、排水路
の確保に努める。排水ポンプなどを用
いる場合は、事前に保守点検し、速や
かに作業が行えるようにする。
降雨時は、人命を最優先とし、大雨
・異常出水時には、農地や施設等の見
回りは行わない。雨が治まった後も、
増水した水路などには近づかず、ほ場

では転落・滑落事故に注意する。
降雨後は、ほ場の冠水・浸水・過湿
により病害虫の被害を受けやすい。各
防除所から発表される発生予察情報に
基づき、適期防除に努める。また、浸
水した農業機械へ通電する時は、漏電
やショートに注意する。

【野菜の事後対応】

ほ場が冠水した場合、根の生育は著

しく抑制される。地上部と地下部のバ
ランスが取れるように生育の回復・維
持に努める。わずかな天候回復時を逃
さず狙い、追肥・農薬散布などを行う。
根の露出や固く締まった畝間のある
露地ほ場は、中耕や土寄せを行い根元
がぐらつかないようにする。ハウス内
は、湿度が過剰にならないよう通風や
採光を行う。果菜類では、根傷みによ
る草勢低下を防ぐため、摘果や若採り
により着果負担を軽減する。

【果樹の事後対応】

園内の水たまりは早急に排水し、根
腐れを防止する。園地全体に堆積した
土砂を取り除くのが難しい場合は、樹

冠下部だけでも取り除く。すぐに取り
除けない場合には、撤去までの応急措
置として、土砂の乾燥を待ってからシ
ャベルなどで割れ目を入れて土壌の通
気を確保する。
土壌が流され根が露出している場

合、客土を行い根の乾燥を防ぐ。応急
的には、シートやマルチで根を覆う。
浸水した樹は、水没した部分の果実
をつけたままにしておくと、樹体に負
担がかかるので、摘果する。

【茶の事後対策】

土壌流亡が激しい場合には、客土や
堆肥の施用などにより作土層を確保す
るとともに、必要に応じて追肥を行う
こと。幼木園で、株元の土が流亡した
り、茶樹が横倒しになったりしている
場合は、速やかに土寄せを行い踏み固
めることが重要。また、欠株が生じた
場合は、秋以降に補植を行う。

農水省が４月２８日に公表した「２０年
産指定野菜（春野菜、夏秋野菜等）の
作付面積、収穫量及び出荷量」による
と、前年産に比べて春野菜・夏秋野菜
の全国の収穫量はともに３％減少し
た。
春野菜
作付面積は、前年産に比べ６００ha

（２％） 減少して３万４７００ha。収穫量
は５万２０００ｔ（３％）減の１８７万７０００ｔ、
出荷量は４万６０００ｔ（３％）減の１７４万

３０００ｔとなった。
品目ごとの収穫量をみると、前年同
率の春キャベツ以外全ての品目で減
少。最も減少率が大きいのは、春ダイ
コンと冬春ピーマンで５％減。次いで、
春夏ニンジンと冬春トマトの４％減と
なっている。
また、春ダイコンと春レタスは、生
産者の高齢化による作付中止や規模縮
小などがあったため作付面積が減少し
た。

夏秋野菜
作付面積は、１８００ha（３％）減の６
万１７００ha。収穫量は７万７０００ｔ（３％）
減の２２５万６０００ｔ、出荷量は６万８０００ｔ
（３％）減の１９６万９０００ｔとなった。
品目ごとの収穫量をみると、夏秋ピ
ーマンのみ２％増加した。夏秋トマト
は前年同率で、その他全ての品目で減
少した。特に減少率の多い品目は、夏
ハクサイの９％減、夏ダイコンの７％
減、秋ニンジンの５％減などとなって
いる。

夏ハクサイでは長野県で関係機関等
が秋冬への作期の誘導を行ったことな
ど、夏秋ナスは生産者の高齢化による
作付中止や規模縮小などが影響し、作
付面積が減少した。
タマネギ
作付面積は４００ha（２％）減の２万

５５００ha。１０ａ当たり収量は１５０㎏
（３％）上回る５３００㎏、収穫量は１万
７０００ｔ（１％）増加し１３５万１０００ｔ、出
荷量は前年産並みで１２１万３０００ｔとな
った。農研機構はこのほど、「土づくりと

減肥のための緑肥利用標準作業手順
書」をホームページで公開した。緑肥
の導入による土づくりや減肥の方法を
具体的に記載している。
緑肥作物の利用に関するマニュアル
等は、これまで一部の都道府県などか
ら出されていた。しかし、どの程度の
土づくりの効果が期待できるのか、導
入後にどのくらいの化学肥料を削減で
きるのかなどについては、これまで十
分に示されていなかった。
同手順書には、緑肥が土づくりに役
立つこと、緑肥導入後に化学肥料を削
減できることが具体的な数字で示され
ている。導入事例や栽培試験から得ら
れた経営評価の結果も紹介している。
内容は、「土づくり・減肥に役立つ
緑肥の効果」「緑肥の使い方」「緑肥

作物の種類ごとの導入技術」の３部
構成となっている。
同手順書に記載のある緑肥作物

は、ソルガム・エンバク・ライムギ
・ヘアリーベッチ・クロタラリアと
なっている。作物や緑肥としての特
徴、品種の種類と選び方、栽培方法、
すき込み時期の決め方とすき込み方
法、主作物の栽培開始時期や減肥可
能量の決め方と減肥栽培の方法、導
入に当たっての注意点などを解説。
実際の導入事例や経営評価結果につ
いても紹介し、収量の増減を踏まえ
て所得を試算している。
同手順書では、「化学肥料の価格
が高い状況にある昨今、緑肥の導入
によって土づくりや施肥のコスト削
減を行うことが期待される」として
いる。

カンキツ類の主な害虫であるミカン
ハダニは、新葉を加害することによっ
て光合成機能の低下を引き起こす。同
虫は増殖力が高く、発生量が増えると
防除が難しくなる。今後、気温上昇に
より増殖が加速すると予想されるた
め、早めの防除を心がけたい。
発生しやすい期間・条件
年間を通してカンキツ類に寄生す

る。梅雨までの期間に発生しやすく、
梅雨開け後に温度が高くなると発生は
落ち着く。秋頃にかけて気温が下がっ
てくると、再び発生が多くなる。年間

で１０世代程度を繰り返す。
特に、施設栽培では雨に当たること
がないため、ハダニにとって好適な環
境が保たれる。そのため、発生は多い
傾向にある。
防除上の注意
越冬期から発芽前にかけてマシン油
乳剤で防除を実施していない園では多
く発生する恐れがあるので、注意する。
発生が認められる場合には薬剤散布を
行う。
その際、密植や過繁茂に注意し、薬
剤の散布ムラがないよう、葉裏にも十
分薬液がかかるように散布する。なお、
虫の抵抗性の発達を防ぐため、系統の
異なる薬剤のローテーション使用を心
がける。

ほ場の排水路確保で備えを
豪雨への対応、今一度確認

降雨後は病害虫増加に注意
天候回復時ねらい追肥・農薬散布

春・夏秋ともに３％減少指 定 野 菜
２０年産収穫量

高齢化で作付面積縮小の品目も

導入による経営評価の結果も記載
農研機構、緑肥利用で作業手順書公開

葉裏にも薬剤散布
ミカンハダニに注意
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家畜改良事業団は３月３０日、ベスト
パフォーマンス実践セミナーをオンラ
インで配信。「牛群検定情報の活用」
と題し、乳量編・乳成分編の２編にわ
たって、家畜改良アドバイザーの渡邊
徹氏が講演した。
～乳量～
分娩直後の「飛び出し乳量」の飛び
出しが速く最高乳量の高い牛は、繁殖
成績が悪い傾向があり、生涯生産乳量
が低くなりやすい。生涯生産乳量を増
加させるためには、繁殖成績が良く平
均搾乳日数の少ない泌乳持続性の高い
牛群にする必要があり、右図の考え方
を理解することが求められる。これに
より、無理なく牛を健康に飼い、乳量
を増やすことができる。
毎月届く検定成績表（以下、同じ）
の「牛群成績」では、「移動１３ヵ月成
績」により、飼養管理改善の１年間の
成績を確認することができる。「検定
日乳量階層」の表は、牛群全体として
分娩後の飼養管理が上手く行っている
かが分かる指標となっている。

「移動１３ヵ月成績」では、直近１年
の乳量が分かる。乳量と乳成分の推移
をみて大きく変動している場合には何
か問題があるため、原因を検討する。
「検定日乳量階層表」は初産と２産
以上が分けてあるため、飼養管理の変
更が必要な点も把握することができ、
泌乳持続性もみることができる。
「個体検定日成績」は検定牛の健康
状態がよく分かる表。分娩後４５日と１５０
日に太い実線が引いてあり、分娩後の
飼養管理の適否も見つけられる。
「個体累計成績」は古い牛から順に
並んでおり、「３０５日実量または期待量」
は年間の出荷乳量の予測に役立つ。「補
正乳量」は、３産以上の牛と単純比較
できない初産牛などを考慮し、同じ土
俵で比較できるようにしてある。後継
牛の選抜の予測などに役立つ。
～乳成分～
乳成分は飼養管理が上手くいってい
るかの指標。乳脂率・乳タンパク質率
・ＭＵＮ（乳中尿素窒素 : 飼料中のタン
パク質が効率的に利用できていないと

高値になる）・無脂固形分率は飼料給
与が適正であるかの指標となる。それ
ぞれの成分は互いに関連するため、１
つの成分をみて対策を行うのではな
く、各成分をみながら行う。
乳量と同じように、「移動１３ヵ月成
績」の乳成分をみる。これは牛群全体
の平均値を現しており、バルクの成分
といってよい。この表の数字は牛群全
体の平均値のため、飼料設計が失敗し
ている時や牧草成分の変動が大きい場
合はバランスが崩れている。飼料の管
理の良し悪しを示している表ともいえ
るため、不備が無いかを検討する。
次に、「検定日乳量階層表」をみる。
分娩後の飼料給与が順調かが分かる。
乳タンパク質率は常にＭＵＮとセッ

トで検討する。繁殖と密接な関係があ
り、数値が低い場合には成績が悪化す
る。受胎には乳タンパク質が３．２％程度
は必ずほしい。それより低い値で受胎
することがあるが、流産や早産の可能
性が高くなるため注意が必要。
セットで検討すれば飼料給与の良し
悪しが分かる。飼料中のタンパク質と
エネルギーのバランスが大切となる。
季節の変動・飲水の環境も関与する。
ＭＵＮは高すぎる場合は肝機能低下、
低すぎる場合も飼料摂取不足や発育不
良で、いずれも受胎率が低下するため
注意がいる。
１つの成分値だけでなく、乳量やそ
の他の成分値も加味して検討すること
が重要となる。

衛生管理を徹底する
ことは生産性の向上に
繋がるが、実証データ
は多くない。そこで、

あ さ ご

兵庫県朝来市の朝来家
畜保健衛生所が管内農
家の飼養衛生管理基準
の順守状況と生産性の
関連を実証したので、
概要を紹介する。
①基準順守状況
順守状況は、１７年４～５月に管内酪
農家３４戸に確認した。「防疫情報の把
握」「衛生状態の確保」などの大項目
８項目、大項目に含まれる細項目３１項
目について、Ａ～Ｃの３段階で判定。
大項目全てでＡ判定を順守農家（以下
「順守」）、大項目にＢまたはＣ判定
が１つでもあれば不順守農家（以下「不
順守」）とした。基準の順守状況は「順
守」２１戸（６２％）、「不順守」１３戸（３８％）
で、守られていない項目は主に、車両
消毒や、踏み込み消毒、立ち入り者の
記録だった。
②生体衛生スコアの調査
同年１０～１１月に搾乳牛７３８頭の牛体

衛生スコア（以下、スコア）を下肢・
乳房・大腿それぞれの汚れを４段階で

評価（１清潔～４不潔）した。同スコ
アは、衛生管理の評価に有用な指標と
なる。平均値は、順守が１．７、不順守が
２．６と、順守が有意に低かった。
③乳中体細胞数及び乳房炎の調査
乳中体細胞数は２３戸、乳房炎治療頭
数は１８戸から結果を得た。乳中体細胞
数は順守（１５戸）が２２．２万/ml、不順守
（８戸）が３３．６万/ml で、順守が有意に
少なかった（図１）。
飼養頭数に占める乳房炎治療頭数率
は、順守（１０戸）が６．２％、不順守（８
戸）が１５．１％で、約９％の差で順守が
有意に少なかった（図２）。
以上のことから、同衛生所は衛生管
理基準の順守が生産性の向上に繋がる
ことが実証されたとしている。

（一社）日本養豚協会は３月３１日、
２０年度の「養豚農業実態調査報告書」
を公表した。全国の８６０経営体（２０年８
月１日時点）から回答を得たもの。
●今後の経営
今後の経営意向（７５０経営体）では、

「拡大」が２６．３％（前年度比６．２㌽減）、
「現状維持」が６６．３％（８．６㌽増）など。
経営者の年代別では、２０・３０歳代が
５３．６％、４０歳代で３２．１％と、若年層で高
い。縮小・廃業予定の理由（８４経営体）
は「高齢化」３２．１％、「後継者がいな
い」２３．８％などとなっている。
●衛生管理の意識
飼養衛生管理基準の改正について

（７５８経営体）は、９３．０％とほとんどが

認知している。改正内容の理解（７４６経
営体）は「十分に理解している」が
４０．５％、内容の対応（７１５経営体）では
「自農場で対応できる・完了した」は
２１．４％にとどまっている。
実施している衛生管理（７４７経営体）
では、「豚舎出入口に踏み込み消毒槽を
設置」が８８．５％、「入退場車両の消毒」
が８６．５％、「長靴の靴底の洗浄・消毒」
が８６．３％の順。いずれも前年から上昇
し、衛生管理の意識が高まっている。
●豚熱ワクチン
接種率（７４５経営体）は、「接種して
いる」が４９．９％とほぼ半数。現在の接
種価格／頭（３１９経営体）は「～４００円」
が４６．１％、「～３００円」が４３．３％、「～
２００円」が７．２％の順。接種意向（３５０経
営体）は、「接種範囲に指定されれば
したい」が６３．７％、「指定されなくて
もしたい」が８．９％となった。

（公財）日本乳業技術協会は２０年
（１～１２月）の全国集乳路線別生乳成
分調査の成績を取りまとめた。乳業
会社など８協力先から回答を得た。
工場に搬入された生乳をローリー
単位で調査路線数とした。７７９２路線
（前年調査比１４１路線減）が対象。１日
当たり全生乳生産量に対する調査乳

量の割合は４１．０％（０．６㌽減）を占める。
全国の乳脂率の通年平均は、３．９３０％

（０．００３㌽増）。全国の通年平均を上回
る地域は北海道（３．９４０％）のみ。
前年と変わらず、乳脂率３．９％以上

４．０％未満が最も多く、全体の２５．０％
（０．９㌽減）を占める。３．５％以上３．６％
未満が１．２％（０．４㌽減）、３．５％未満が
１．０％（同率）となり、３．６％未満の割
合は前年に比べて０．４㌽減少した。
無脂乳固形分率の全国通年平均は、

８．８００％（０．００９㌽増）となった。

牛群検定で飼養管理の問題把握牛群検定で飼養管理の問題把握
乳タンパク質率はＭＵＮとセットで検討乳タンパク質率はＭＵＮとセットで検討

衛生管理の意識高まる牛体清潔に保ち生産性向上
２０年度 養豚農業実態調査

乳房炎治療頭数率に９％の差

乳脂率、無脂乳固
形分率ともに微増

２０年 全国集乳路線別調査
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サシバエの発生ピークは、夏前と秋
口とされている。牛の下腹部や足にハ
エが複数いる場合、サシバエである可
能性が高い。
刺された痛みが牛のストレスの原因
になるだけでなく、牛白血病やサルモ
ネラ症などの伝染性疾病を媒介する。
発生が本格化する前に対策を確認・実
施したい。

①侵入経路の遮断

４㎞程度の距離を移動でき、牛舎外

から飛来してくる。サシバエに対して
は、網目２㎜の防虫ネットが効果的と
されている。
各所に粘着シートを設置して、サシ
バエが多く付着するような侵入されや
すい場所を特定することも有効。特に、
風通しが良いところから入ってきやす
い。
侵入の多い場所を中心に、牛舎周辺
の草刈りや防虫ネットの設置を行う。
草刈りには、サシバエの休息場所をな
くす効果もある。

②幼虫段階で駆除

成虫の駆除方法は、殺虫剤
や粘着シートなどによる方法
が主である。しかし、個体数
が多くなってくると駆除は困
難となる。加えて、同様に畜
舎で発生するイエバエと異な
り、サシバエの成虫には舐め
させるタイプの殺虫剤（毒の
入ったエサ）は効果が薄い。
よって、幼虫のうちに駆除
し、個体数を増やさないこと
が効率的。昆虫成長抑制剤
（IGR剤）を発生源となるよ
うな場所に噴霧・散布する。
なお、薬剤などを使う際は
ゴーグルや手袋・マスクなど

を着用して、人体へ影響のないように
する。散布する薬剤は、虫の抵抗性発
達を防ぐために、ローテーション散布
を心がける。

③発生源の除去

牛舎及び農場内の発生源（卵を産み
付け幼虫が育つ場所）を除去する。畜
舎内の清掃が重要で、除ふん清掃を常
に行っている場所には発生しにくい。
しかし、牛舎の隅で飼料やふんがたま
っている場所や、牛舎周辺の側溝や水
たまりには発生しやすい。
堆肥舎では、堆肥の切り返しをせず
堆積したままにすると発生源となる。
発酵熱によりハエの卵は死滅するの
で、堆肥の切り返し作業を１週間に１
度は行うようにしたい。

（一社）日本協同組合連携機構
（JCA）は３月２６日、「農畜産物等の
消費行動に関する調査結果―２０年度調
査」を公表した。同調査は、国内に居
住する消費者２１５９人（既婚女性、既婚
男性、単身女性、単身男性）を対象に、
２０年８月２８日から５日間実施したも
の。
【摂食頻度】
家庭における肉類（牛・豚・鶏肉）
の摂食頻度は、「毎日食べる」と「週
の半分以上は食べる」を合わせた「週
の過半食べる」で、牛肉５．８％（前年度
比０．２㌽減）、豚肉１５．９％（０．８㌽増）、
鶏肉１２．０％（０．１㌽減）となっている。
属性別にみると、牛肉は既婚男性が

７．７％（０．４㌽増）、豚肉は既婚女性が
２０．８％（０．６㌽増）、鶏肉は単身女性が
１５．０％（０．１㌽減）と、それぞれ最も高
い。また、牛肉は単身男性で６．９％と前
回調査からほぼ倍増した。

年齢層別では、牛肉は７０代以上が
７．１％（０．８㌽減）、豚肉は４０代が２０．０％
（６．７㌽増）、鶏肉は２０代以下が１７．０％
（１．５㌽減）となっている。
【購入】
肉類の買い物回数は、「週に１回」
が３６．６％（０．５㌽増）で最頻値。「週２
回以上」は３４．９％（０．９㌽増）だった。
購入場所は、「スーパー」がいずれの
品目でも圧倒的多数で、牛肉が８２．３％
（１．５㌽減）、豚肉が８５．７％（１．２㌽
減）、鶏肉が８４．９％（１．１㌽減）となっ
ている。また、購入する肉類の種類を
決めるきっかけは、「食べたいメニュ
ー」「作りたいメニュー」が多い傾向
にあった。
【国産・外国産選択】
肉類購入時の国産・外国産選択状況
では、「国産しか買わない」と「どち
らも買うが国産を買うことが多い」を
合わせた「主に国産を買う」は、いず

れの品目でも半数を超えている。それ
ぞれ、牛肉では５１．９％（０．１㌽減）、豚
肉は６４．６％（０．５㌽増）、鶏肉は６８．８％
（０．９㌽減）となっている。いずれの品
目も、既婚女性が最も高い。
牛肉について、国産選択理由は、「安
心だから」がトップで７０．１％（２．７㌽
増）。次いで、「国産の方がおいしい」
が４４．０％（１．０㌽増）、「日本の畜産業
を守りたいから」が１２．３％（４．４㌽増）

と続いた（図）。属性別では、「安心
だから」は既婚女性で７４．３％（１．７㌽
増）と最も高く、単身男性で５３．５％
（５．９㌽増）と最も低くなっている。
一方、「主に外国産を買う」は牛肉
で２１．７％（０．４㌽増）。属性別では、単
身男性が最も高い。外国産選択理由
は、「外国産の方が安いから」が８３．３％
（２．３㌽減）と、他項目よりも群を抜い
て多い。

九州大学農学部はこのほど、耳標に
貼り付けたセンサから牛の体温や位置
情報をセンシング（計測して数値化）
する技術を開発したと発表した。
現在、肉用牛の生産現場では大規模
化・省力化を図るため、ICT（情報通信
技術）が、疾病・発情・分娩兆候の検
知に活用されている。
一方、すでに実用化されている牛の
状態を常に計測してデータを送信する
センサは電力を消費するため、取り付
けやバッテリー交換を行うという手間

が発生する。飼養頭数が増えるほど、
この負担は大きくなるため、課題とな
っていた。
同大学は、民間企業との共同研究に
より、耳標に貼り付けることで牛の体
温と位置情報を検知できるセンサを開
発。得られた情報は、スマホに転送さ
れる。
耳標は、牛に生涯装着されているこ
とから、センサ取り付けのための手間
を省くことが可能。また、太陽光・無
線での給電システムを導入し、バッテ
リー交換なしで半永久的に牛を監視す
ることが実現できる。
同大学は、「今後、頭数を増やし、
その精度を上げていく」としている。

農研機構は３月３１日、「周年親子
放牧導入マニュアル」を公開した。
同機構はこれまで、大学・県・民間
企業と共同で周年放牧の全国的な研
究を行ってきた。同マニュアルは、
その成果をまとめたもの。
中山間地域では、耕作放棄地が増
加しており、獣害の温床となってい
る。また、全国的な繁殖農家の減少
が続いており、担い手確保も課題と
なっている。
同機構は、耕作放棄地を活用し、
肉用子牛の生産基盤を強化できるよ
うな新たな手段として、周年親子放
牧に着目。母牛の哺乳能力を活用す
ることで、子牛の育成を手軽・簡単
で安定的に行うことができ、牛舎な

どを必要としないため、初期投資を低
く抑えられる。耕作放棄地で容易に展
開できるため、新規で行う場合も高い
収益性が期待できる。
内容は、新規参入者も関心が持てる
ような構成となっている。周年放牧の
特徴を子牛の生産面・営農面から解説
した「入門編」。計画立案から放牧開
始までの流れと、その後の管理につい
て解説した「基本技術導入編」。周年
放牧に有効な１０の新技術を解説した
「新技術解説編」の全３部で構成され
ている。
同機構は、技術を広く普及すること
が狙い。同機構ホームページの「刊行
物」からマニュアルをみることができ
る。
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侵入多い場所特定し防虫ネット
粘着シート設置

発生本格化前にサシバエ対策を

国産
牛肉 選択理由「安心」７割でトップ
２０年度 農畜産物等の消費行動調査

繁殖
経営 周年親子放牧導入マニュアル

農研機構ホームページで公開

耳標センサで情報検知
省力的な肉用牛管理に
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牛枝肉牛枝肉

豚枝肉豚枝肉

低価格指向で乳
牛・交雑種の引
き合い強まるか

４月は新型コロナウイルスの感染拡
大が続き、２５日には３度目の緊急事態
宣言が発令された。外出自粛が強まる
中、家庭内消費等により、牛枝肉相場
は各品種とも堅調に推移。特に、交雑
種（Ｆ１）の引き合いが強かった。コロ
ナ前の一昨年４月の相場と比べると、
各品種の価格は同水準もしくは上回っ
ている。
【乳去勢】４月の東京市場の乳牛去
勢Ｂ２税込み平均枝肉単価（速報値、
以下同じ）は１０３９円（２０年同月比１２０％、
１９年同月比９８％）となり、前月に比べ
４９円上げた。
農畜産業振興機構の需給予測による
と、５月の乳用種の全国出荷頭数は２
万４４００頭（９８％）と引き続き前年同月
を下回ると見込んでいる。
【Ｆ₁去勢】４月の東京市場の交雑種
去勢税込み平均枝肉単価は、Ｂ３が
１７１５円（２０年同月比１４４％、１９年同月比
１０５％）、Ｂ２は１５８５円（１５４％、１０５％）
となった。前月に比べそれぞれ１１５円、
１２４円上げた。
同機構は、５月の交雑種の全国出荷
頭数を１万７６００頭（１０２％）と引き続き
前年同月を上回ると見込んでいる。
【和去勢】４月の東京市場の和牛去
勢税込み平均枝肉単価は、Ａ４が２６４２
円（２０年同月比１５７％、１９年同月比
１０９％）､Ａ３は２４９６円（１６５％、１１２％）
となった。前月に比べそれぞれ５２円、

９４円上げた。
同機構は、５月の和牛の全国出荷頭
数を３万５６００頭（１０１％）と引き続き前
年同月を上回ると予測。牛全体では７
万９０００頭（１００％）と見込んでいる。

５月の輸入量は総量で４
万６６００ｔ（９３％）と引き続
き減少を予測。内訳は冷蔵
品２万６００ｔ（１００％）、冷
凍品２万６０００ｔ（８８％）。
冷蔵品は、北米からの入船
遅れの影響に加え、豪州及
び米国における現地価格の
高騰等の影響があるもの
の、前年の輸入量が少なか
ったことから、前年同月並
みと予測。冷凍品は、冷蔵
品と同様の影響等により、
前年同月を大きく下回ると
予測している。
緊急事態宣言の期間が延
長され、外食需要の停滞が

続く見通し。一方、内食需要の増加で、
量販店などでの販売は好調に推移する
とみられる。消費者の低価格指向から、
乳牛去勢や交雑種の需要が高まるか。
相場は、緊急事態宣言による影響が大
きく、総じて弱含みの展開が予想され
る。
向こう１ヵ月の東京市場の税込み平
均枝肉単価は、乳牛去勢Ｂ２が９５０～
１０００円、Ｆ１去勢Ｂ３が１６００～１７００円、
Ｂ２は１４５０～１５５０円、和牛去勢Ａ４が
２５００～２６００円、Ａ３は２３５０～２４５０円で
の相場展開か。

家庭消費向けの
需要で、もちあ
いの相場展開か

４月の東京食肉市場の豚枝肉税込み
平均単価は、上物が４９３円（前年同月比
８１％）、中物は４６１円（７８％）だった。
前月に比べそれぞれ１３円、１６円上げた。
内食需要が引き続き堅調で、上物、中
物とも、もちあいの展開となった。
農水省の肉豚生産出荷予測による

と、５月は１３２万７千頭（前年同月比
１０３％、平年比９９％）、６月は１２７万６千
頭（９６％、９９％）と平年をやや下回る
と見込んでいる。
農畜産業振興機構の需給予測による
と、５月の輸入量は総量で７万２７００ｔ
（前年同月比９１％）の見込み。内訳は
冷蔵品３万３１００ｔ（９９％）、冷凍品３

万９６００ｔ（８５％）。冷蔵品は、現地価
格の高騰等の影響があるものの、前年
の輸入量が少なかったことから、前年
同月をわずかに下回ると予測。冷凍品
は、冷蔵品と同様の影響に加え、前年
の輸入量が多かったこと等から、前年
同月を大きく下回ると見込んでいる。
緊急事態宣言の期間が延長され、イ
ベントや外食などの需要は望めないも
のの、家庭消費向けの需要により、底
堅い展開が継続するとみられる。出荷
頭数が平年をやや下回って推移すると
予測されていることや、輸入量が減少
していることから、もちあいの相場展
開が予想される。
向こう１ヵ月の東京食肉市場税込み
平均枝肉単価は、上物が４８０～５００円、
中物は４５０～４７０円での相場展開か。

乳素牛・和子牛
もちあい、ｽﾓｰﾙ
は強もちあいか

【乳素牛】４月の乳素牛の全国１頭
当たり税込み平均価格（左表、月末の
取引結果を除く暫定値）は、乳去勢が
２４万３４４円（前年同月比１０８％）、Ｆ１去
勢は４０万６９９８円（１０２％）となった。前
月に比べ乳去勢は９１４８円上げ、Ｆ１去勢
は５７２６円下げた。Ｆ１去勢は、北海道で
弱もちあいだった。
両品種の枝肉相場は概ね堅調に推移
していることから、素牛相場はもちあ
いの展開か。
【スモール】４月の全国２３市場の１
頭当たり税込み平均価格（農畜産業振
興機構調べ、暫定値）は、乳雄が１１万
９３５５円（前年同月比１０６％）、Ｆ１（雄雌

含む）は１８万６９０９円（９１％）となった。
前月に比べ、乳雄は１９１３円下げ、Ｆ１は
１万５９４４円上げた。取引頭数は前年同
月に比べ、乳雄は引き続き下回り、Ｆ１

は上回っている。
両品種の枝肉・素牛価格が安定して
いることから、強もちあいで推移か。
【和子牛】４月の和子牛去勢の全国
１頭当たり税込み平均価格は、８２万
９９１０円（前年同月比１２８％）となった。
前月に比べ１万３１２１円上げた。来年末
の牛肉需要期の肥育出荷に向けた導入
等により、３ヵ月連続で前月価格を上
回った。
新型コロナウイルスの感染拡大によ
る影響から、和牛肉の需要の見通しは
不透明。和子牛の価格は、もちあいの
展開が予想される。

農畜産業振興機構は４月２８日、小
売業者（量販店、食肉専門店）など
を対象とした「食肉販売動向調査結
果（２１年度上半期）」を公表した。
同機構は年に２回、食肉（牛・豚・
鶏肉）の取り扱いや販売見通しに関
するアンケートを実施している。量
販店では、和牛のみ増加の見込みと
なった。
○量販店（調査対象企業２０社）：２０
年度下半期（２０年１０月～２１年３月）
の取扱実績（重量ベース、以下同じ）
は牛肉が３１％、豚肉が４４％、鶏肉が
２５％となった。前年同期と比べると、
牛肉が４㌽、豚肉が１㌽それぞれ増
加した一方、鶏肉は５㌽減少した。
２１年度上半期（２１年４～９月）の
販売見通し（前年同期に比べ「増加」
「同程度」「減少」で区分、以下同
じ）は、和牛・輸入牛肉・国産鶏肉
で「増加」が「同程度」を上回って

いる。全ての食肉で「同程度」と「増
加」の計が６～７割を占め、堅調とみ
られる。増加割合が高い和牛（３５％）
の理由は、「特売回数の増加」が挙げ
られた。全畜種の減少理由として、「コ
ロナによる特需の反動」が多く挙げら
れている。
○食肉専門店（６３社）：２０年度下半期
の取扱実績は、牛肉４６％、豚肉３６％、
鶏肉１８％だった。前年同期と比べ、牛
肉が２㌽増、豚肉は同率、鶏肉は２㌽
減少した。
２１年度上半期の販売見通しは、全畜
種で「同程度」が最も多い。国産・輸
入豚肉と国産鶏肉では増加が減少を上
回っている。中でも増加割合が高い国
産豚肉（２２％）の理由は、「消費者の
低価格志向」が多い。牛肉は「減少」
の割合が他畜種より高く、理由として
は「消費者の低価格志向」が多く挙げ
られた。

４月の子牛取引状況 （頭、kg、円）

ブ ロ ッ ク 品種
頭 数 重 量 １頭当たり金額 円／kg

当月 前月 当月 前月 当月 前月 当月 前月

北 海 道
乳去 ６９６ ６６８ ２８９ ２８３ ２４１，７９９ ２３１，４８４ ８３７ ８１８
Ｆ１去 １，２９６ １，２１８ ３２０ ３１５ ３９０，５５９ ３９５，３１０ １，２２０ １，２５５
和去 １，３８３ １，７３３ ３１３ ３０７ ８５１，３８８ ８１５，６９２ ２，７２０ ２，６５７

東 北
乳去 ４ ２ ２６０ ２３８ １９５，５２５ １１５，５００ ７５２ ４８６
Ｆ１去 ４ ５ ２７６ ２２２ ２４７，７７５ ２４２，２２０ ８９９ １，０８９
和去 １，９３４ ２，２４５ ３０６ ３０５ ７７１，０４４ ７８０，２７３ ２，５２０ ２，５６１

関 東
乳去 ２３ ２１ ２６３ ３０２ ２５８，６９１ ２７３，０６２ ９８３ ９０３
Ｆ１去 ３１ ７８ ２９２ ３０４ ３３９，５８０ ４２１，８２２ １，１６３ １，３８７
和去 ９８９ ７６９ ２６４ ２６５ ７８６，７９６ ７５７，７１７ ２，９８１ ２，８６３

北 陸
乳去 － － － － － － － －
Ｆ１去 １ １ ２６８ １８５ ２８９，３００ １７８，２００ １，０７９ ９６３
和去 １２７ ５１ ２７８ ２８０ ８２２，８７８ ７７２，３７２ ２，９６１ ２，７５８

東 海
乳去 １３ ７ ２８４ ２７６ ２３８，２７６ ２４３，１００ ８３９ ８８１
Ｆ１去 ５１ ５８ ３１１ ３１２ ４１４，６５６ ４３３，０７７ １，３３３ １，３８８
和去 ２８８ ５０６ ２５５ ２４９ ８７７，９１４ ８８６，０４３ ３，４３９ ３，５５４

近 畿
乳去 １ － １６８ － １３０，９００ － ７７９ －
Ｆ１去 － １ － １０２ － ８８，０００ － ８６３
和去 ３７４ ４６２ ２６２ ２５９ ７２２，６４１ ６９９，６０４ ２，７５４ ２，６９７

中 四 国
乳去 ８０ ７０ ２７７ ２７２ ２３７，２０１ ２２３，２８４ ８５６ ８２１
Ｆ１去 ２３７ １９５ ３１０ ２９７ ４１７，６４２ ４３８，４４８ １，３４７ １，４７６
和去 １，０３５ ８５６ ２８５ ２８７ ８１５，５３６ ８０６，９８６ ２，８６５ ２，８１１

九州・沖縄
乳去 ３５ ３２ ２８１ ２９５ ２１５，５６８ ２１９，６５６ ７６８ ７４６
Ｆ１去 ３９８ ３８６ ３１４ ３０６ ４６０，３５５ ４５３，４３９ １，４６７ １，４８４
和去 ７，０８４ ９，３８８ ２９２ ２８８ ８５３，７４４ ８３３，５７１ ２，９２７ ２，８９３

全 国
乳去 ８５２ ８００ ２８６ ２８３ ２４０，３４４ ２３１，１９６ ８４０ ８１７
Ｆ１去 ２，０１８ １，９４２ ３１７ ３１０ ４０６，９９８ ４１２，７２４ １，２８４ １，３３１
和去 １３，２１４ １６，０１０ ２９２ ２８９ ８２９，９１０ ８１６，７８９ ２，８４２ ２，８２６

注 : （独）農畜産業振興機構の公表データを基に本紙集計、当月は暫定値。
価格は消費税込み、重量・金額・単価は加重平均。－は上場がなかったことを示す。
関東ブロックは山梨県、長野県、静岡県を含む。

量販店で「和牛」取扱増加
２１年度上半期の食肉販売見通し
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畜産物需給見通し畜産物需給見通し


